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第１章 生涯学習推進計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の背景 

● 愛知県では、平成２５年３月に、平成２５年度から平成２９年度までの５か年の

生涯学習推進計画を策定し、この計画に基づき、生涯学習を推進してきました。 

● 計画策定後、４年が経過し、超高齢社会、親の所得格差の拡大による子どもの貧

困の問題、外国人県民の増加による課題、環境など世界的規模で解決が図られるべ

き課題の増加など社会経済情勢が変化しています。 

【未曾有の超高齢社会】 

本県では、６５歳以上の高齢化率が平成２４年４月に２１％を超えて超高齢社会

へと移行しました。その後、高齢化率は徐々に高くなり、平成３２年には４人に１

人が高齢者となり、平成３７年には２６％を超えると予測されています。このよう

な超高齢社会はかつて経験したことが無いものです。高齢期を迎えても、心身とも

に健康で豊かな生活を送っていくための学習や、これまでの人生で培った様々な経

験や知識・技能を社会参画・社会貢献に生かすための学習など、地域の中で自立し

た高齢期を送るための学習機会の充実や活動の場の提供が求められています。 

【子ども・若者の貧困問題】 

  わが国では、７人に１人の子どもが相対的貧困1状態にあり、また婚姻した夫婦の

３組に１組が離婚し、ひとり親家庭の２世帯に１世帯は貧困状態にあります。 

平成２８年度に実施した「愛知子ども調査」及び「ひとり親家庭等実態調査」（以

下「県こども調査等」という。）によると、県独自の貧困線2による本県の子どもの

貧困率は９％であり、約１０人に１人の子どもが貧困状態にあります。また、本県

のひとり親家庭の子どもの貧困率は６５．５％であり、３人に２人は貧困状態にあ

ります。また平成２８年の国民生活基礎調査によると、世帯主の年齢階級別の１世

帯当たり平均所得額は、「５０歳～５９歳」が７４３万９千円で最も高く、最も低

いのは「２９歳以下」の３４３万５千円となっています。 

  近年、所得格差は拡大し、「子ども・若者の貧困」が社会的に問題となっていま

1 ７人に１人の子どもが相対的貧困：平成２８年の国民生活基礎調査で、子どもの貧困率は１３．９％であった。

貧困には、「絶対的貧困」と「相対的貧困」の概念があり、人間が生きるのに必要な最低限の衣食住を満たす生活

水準以下の層・個人を貧困と呼ぶ「絶対的貧困」、平均的な生活水準よりも著しく低い層または個人を貧困と呼ぶ

のが「相対的貧困」であり、その指標には下の貧困率、貧困線が用いられる。ここでいう貧困は相対的貧困であ

る。
2貧困線、貧困率：貧困率は、所得格差をみる指標であり、経済協力開発機構（OECD）の作成基準に基づき算出

される。等価可処分所得（世帯の可処分所得（いわゆる手取り収入）を世帯人員の平方根で割り調整した所得）

の中央値の半分を貧困線といい、貧困線に満たない世帯で暮らす 18 歳未満の子どもの割合を、子どもの貧困率と

いう。国民生活基礎調査の貧困線は、平成 24 年で 122 万円以下（平成 27 年度も同額）であるが、愛知子ども調

査において、本県の状況をみるために、調査結果から県独自の貧困線（137.5 万円以下）を算出した。
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す。子どもの将来が生まれ育った環境に左右されることがないよう、また貧困が世

代を超えて連鎖することのないよう、若者の学び直しの機会や就労のための教育を

受ける機会といった教育の機会均等など必要な環境整備を図ることが求められて

います。貧困の連鎖を防ぐためには、とりわけ、夫婦、単身といった世帯の違いや

子どもの有無に関わらず２０代への支援の充実を図ることが重要です。 

【家庭教育の困難化】 

核家族化や少子化による子育て経験の減少、地域のつながりの希薄化などから家

庭が孤立したり、雇用環境の変化やひとり親家庭の増加などから家庭生活に余裕が

なくなったりして家庭教育を行うことが困難になっている状況が生じています。ま

た、子育てに困難を抱えており、支援を必要としているが、支援の求め方がわから

なかったり、必要性が十分認識できていなかったりする家庭への支援のアプローチ

も難しくなっています。 

こうした課題に対応するため、子の誕生から自立までの切れ目のない保護者への

支援や社会全体で家庭を支えるシステムづくりが求められています。 

【社会のつながりの希薄化】 

家族形態の変化、ライフスタイルの多様化などにより地域における人と人との地

縁的なつながりが希薄化しつつあります。 

一方、平成２３年３月に発生した東日本大震災は地震、津波だけでなく、原子力

発電所の事故を伴う甚大なものでしたが、平成２７年１２月２１日付、中央教育審

議会答申「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の

在り方と今後の推進方策について」の参考資料中、「学校支援地域本部等の震災時

の様子」によると、日頃から学校と地域住民が連携・協力体制を構築していた地域

では、そうでない地域と比べて、避難所の設置や運営が円滑に行われたとあり、地

域における絆
きずな

・ネットワークの重要性が再認識されています。 

近い将来、南海トラフ3の巨大地震等の発生が危惧されている本県では、防災・減

災の主流化・日常化を進め防災協働社会を構築することが重要です。そのためには、

地域住民の互助、ボランティア団体等との連携・協働が速やかに行われるよう、自

主防災組織の活性化や公民館などにおける学びの機会や仲間づくりを通して地域

社会のつながりを再構築する努力が強く求められています。 

【世界的な開発制約要因の強まり】 

環境・食料・エネルギー・金融・人口問題など持続可能な社会を脅かす世界的規

模の課題が山積する中、経済的な拡大や物質的な豊かさを追求することから、環境、

社会、経済をバランスよく保ち、現代の豊かさを子や孫の世代へ引き継いでいくこ

とに重きを置くというように価値観の変化が生じています。このため、現代社会の

3 南海トラフ：駿河湾から九州にかけての海底にある水深 4,000m 級の深い溝（トラフ）のこと
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様々な課題と向き合い、身近なところからその解決に取り組み、持続可能で活力あ

る社会を構築していくことが求められています。 

【雇用環境の変化】 

急速なグローバル化の進展や技術革新などにより、職業に必要な知識や技能等が

高度化・多様化するとともに、成果・能力主義への移行、企業内教育の機能低下な

どによって、職業人の学び直しの機会充実が求められています。 

  また、社会問題化している若年無業者・フリーターの存在、障害者や高齢者の社

会参加など、若者や障害者、高齢者への就業能力向上に対する支援、就業機会の拡

大が求められています。 

他には、待機児童の問題など、子どもを育てながら働く親への就業環境整備が求

められています。 

【外国人県民の増加による課題】 

永住権の取得など、日本に生活基盤を置いて、長期に暮らしていこうという外国

人県民が増加しています。外国人と接する機会が増える一方で、外国人が言語、文

化や価値観の違いから地域社会にうまく溶け込めないなどの課題が生じています。

文化の相互理解の促進、日本語のわからない方への支援などの多文化共生の地域づ

くりが求められています。 

【情報環境の変化】 

近年、ＩＣＴ4をめぐる環境が大きく変化し、スマートフォン等の急速な普及によ

って、いつでも、どこでも大量のデータの迅速なやり取りが可能となっています。

また、ソーシャル・ネットワーキング・サービス5の普及により、人と人とのコミュ

ニケーションが促進され、新たなつながりが生まれています。一方、情報技術を使

いこなせる者とそうでない者との情報格差や教育・学習分野を含め、ＩＣＴの利活

用が十分進んでいないことなどの課題が依然として存在しており、情報技術を使い

こなせない高齢者等への講座等学習機会の提供や、情報学習や学習情報提供機能の

高度化、学習方法・学習コンテンツ6の開発などによるより使いやすく、学びやすい、

ＩＣＴを活用した生涯学習を推進することが求められています。 

また、見知らぬ人と簡単に交流することができるソーシャル・ネットワーキン

グ・サービスをトラブルに巻き込まれたりすることなく有効に利活用するためには、

情報を活用する能力を養う情報リテラシーに係る教育が必要です。 

4 ICT：情報通信技術（Information and Communication Technology の略）
5 ソーシャル・ネットワーキング・サービス：インターネット上で友人を紹介しあって、個人間の交友を支援する

サービス。略称 SNS 社会的ネットワーク（ソーシャル・ネットワーク）を構築可能にするサービス。
6学習コンテンツ：学習で利用できるデジタル化された素材や教材
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２ 計画の趣旨 

本計画は、生涯学習の推進に関係する様々な主体に期待される役割を示すととも

に、本県生涯学習施策体系の整理とこれに沿った主要事業の内容を明らかにするも

のです。  

３ 本県の特色 

本県の生涯学習をめぐる状況には、次のような特色が見られます。 

【大学等高等教育機関の集積】 

 県内には多数の大学等高等教育機関が集積し、それぞれ大学等の特色を生かした公

開講座の開催や社会人の受入など、様々な生涯学習に関連した活動を展開しています。

これら機関との連携・協働を進めることにより、キャリアアップ、就業能力の向上等

を目的とした社会人の学び直しのための学習、地域づくりへの社会貢献など、生涯学

習に関する課題への対応を推進しています。 

【企業の積極的な生涯学習支援活動】 

 本県には自動車関連産業を始めとした厚い産業集積があり、その産業を構成する企

業の中には、社会的責任（ＣＳＲ7）として積極的に地域貢献を実践している企業が数

多くあります。また、質の高い充実した美術館、博物館など文化施設を有する企業も

あり、学校教育や地域づくり、芸術文化に対する支援など地域における様々な生涯学

習の場で、企業による生涯学習支援活動が展開されています。 

【持続可能な社会づくりに向けた活発な取組】 

本県は、平成１７年の「自然の叡智
え い ち

」をテーマにした愛・地球博や平成 

２２年の生物多様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）8及び平成２６年の「持続

可能な開発のための教育（ＥＳＤ）に関するユネスコ世界会議」の開催を通じて、地

域を挙げて持続可能な社会づくりに取り組んでいます。 

学校、教育・研究機関、ＮＰＯ、行政など多様な主体による持続可能な社会づくり

に向けた活動が活発に展開されています。とりわけ、ＥＳＤの中核をなすユネスコス

クールの加盟校は平成２８年度末で１６２校と全国一となっており、持続可能な社会

を支える担い手づくりが進んでいます。 

４ 計画の期間 

  計画の期間は、平成３０年度から平成３４年度までの５年間とします。 

7 CSR：Corporate Social Responsibility の略で、企業は社会的存在として、最低限の法令順守や利益貢献だけで

なく、社会の顕在的・潜在的な要請に応え、より高次の社会貢献や配慮、情報公開や対話を自主的に行うべきで

あるとする考え方
8 生物多様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）：（ＣＯＰは Conference of the Parties の略）「いのちの共生

を、未来へ」をスローガンに、平成 22 年に愛知県名古屋市で開催。「自然と共生する世界」を長期目標とした戦

略計画 2011-2020 が採択され、具体的な行動目標として２０項目からなる「愛知目標」が採択された。
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５ 基本理念 

教育基本法では、生涯学習の理念として「国民一人一人が、自己の人格を磨き、

豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あら

ゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生かすことができる社会

の実現」をうたっています。 

高齢化の更なる進行など、社会経済情勢が大きく変化する現代社会において、豊

かな人生を送るためには、学びによって、個人が自己を高め、自立することが求め

られています。 

その学びを通じて地域とのつながりや人と人との 絆
きずな

を再構築し、現代社会の課

題に取り組むことで、将来世代につながる新たな価値観や行動を生み出していく生

涯学習社会を構築することが重要です。 

そのため、本計画では｢自己を高め、地域とつながり、未来を築く生涯学習社会｣

を実現していくことを基本理念とします。 

<基本理念を実現するための３つの視点> 

① 個人の自立を促し、学びを生かす機会の充実 

人生１００年とも言われる中で、県民が心身ともに健やかに過ごし、また、グロ

ーバル化の進展など社会が激しく変化する中で、現代的・社会的な課題の解決を図

っていくためには、一人一人が潜在能力を最大限に伸ばし、自立するための学習が

重要となっています。これは、学校教育などの人生のある一時期のみで行われるも

のではなく、ライフステージや置かれた状況に応じて、生涯にわたって、多様な場

で様々な経験を積む中で行われていくものです。 

個人の自立を促すためには、趣味・教養に関する学習や一方的な知識の伝達にと

どまらず、県民が学習活動を通して、個人や地域の課題解決を地域の一員として行

っていくという機運と意識を醸成するとともに、そうした機会を提供していくこと

が必要です。自己充足型生涯学習にとどまらず「社会参画型生涯学習社会」へ導く

仕組みづくりが必要です。

② 地域の絆
きずな

づくり・ネットワークづくりの促進 

かつては、自治会・町内会、婦人会、青年団など地縁的な組織が住民と行政をつ

なぐ中間的な役割を担い、生活に関する相互扶助、伝統文化の維持、地域課題の解

決などの機能を果たしてきました。 

しかし、産業構造の変化、都市化・過疎化など社会・経済環境が変化する中で、

価値観が多様化したことにより、地域における人のつながりや連帯感、支え合いの

意識の希薄化が指摘されています。

そうした中、平成２３年３月の東日本大震災を契機に人と人との 絆
きずな

やつながり

の大切さ、地縁的な協働の必要性が再認識されています。

豊かな人生を送るためには、子ども、高齢者、障害者など全ての人々が地域、暮
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らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる「地域共生社会」の実現が必要

です。

また、この地域共生社会の実現のためには、関係者間の調整役となるコーディネ

ーターなどの人材の育成・確保や、あらゆる住民が地域とつながり、支え合いなが

ら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを形成し、行政を始め様々な主体と協

働して助け合いながら暮らすことのできる仕組みを構築することが重要です。 

③ 多様な主体による連携・協働の強化 

現代的・社会的課題に対応した学習や個人のライフステージに応じた学習など県

民の学習需要は広範多岐にわたるようになっています。それに応じるため、学習機

会の提供は、行政で行われている各種普及啓発事業、NPO・ボランティアグループ

の活動、大学等高等教育機関における公開講座の開設や学生などによる社会貢献活

動、民間教育事業者における教育事業などによって、質量とも広がりを見せていま

す。

一方、昨今の複数の分野にわたる課題に、個々の行政部局のみで対応することは

困難になってきており、行政部局を越えた連携や、多様な主体が連携・協働して取

り組むことが不可欠です。

それにより効果的な学習機会を提供し、県民の主体的な学びを育み、学びの成果

が適切に評価され、地域活動につながる環境を整備することを両輪で進めることに

より、「『学び』と『活動』の循環」を形成していくことが重要です。

６ 県の生涯学習施策を展開する５つの基本的な柱 

本県の生涯学習施策を展開するに当たっては、「１ 計画策定の背景」で述べた、

高齢化の更なる進行、子ども・若者の貧困、家庭教育の困難化、社会のつながりの

希薄化などの社会経済情勢の変化に的確に対応できるよう、次の５本の柱を設定し

て取組を進めます（第３章参照）。 

① 長寿社会を豊かに生きる生涯学習 

② 家庭と地域の教育力を高める生涯学習 

③ 持続可能な社会づくりを進める生涯学習 

④ 職業的自立を高める生涯学習 

⑤ 生涯学習推進体制づくり 
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７ 計画の目標 

  基本理念の実現を図るため、計画期間において達成すべき具体的な目標を設定し

ます。 

<本計画における生涯学習推進のイメージ図> 

県において、学校教育、家庭教育、社会教育を担う教育委員会の施 

策及び知事部局の所管する環境、防災、職業能力の向上、社会福祉な 

どの生涯学習関連施策を総合的かつ効果的に実施するとともに、市町 

村、学校、大学等高等教育機関等の各主体と連携・協働しながら、本 

県の生涯学習を推進していくことをイメージしたもの 

学校教育

家庭教育

大学等
高等教育機関

県

職業能力
の向上

社会教育

生涯学習
関連施設

教育委員会

家　庭

文化・
スポーツ

防　災

まちづくり

環　境

社会福祉

団体・
グループ

学　校
民間教育
事業者

企　業

市町村

など
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第２章 生涯学習に関わる各主体に期待される役割 

本県の生涯学習は、県や市町村の行政だけでなく、家庭、団体・グループ、学校、

民間教育事業者など様々な主体によって担われています。 

特に、本県には、様々な公開講座や社会人の受入などを行う大学等高等教育機関、

地域貢献として生涯学習支援活動を積極的に行う企業などが多数存在していることが

大きな特色となっています。 

 そこで、第２章では、生涯学習に関わる９つの主体について、各主体がその特性を

十分に発揮しつつ、連携・協働することにより、本県生涯学習の一層の推進が図られ

るよう、各主体の現状・課題、期待される役割を明らかにします。 
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１ 家庭 

【現状と課題】 

○ 父母を始めとする保護者や家族には、子どもに好ましい生活習慣を身に付けさせ、自

立心を育み、心身の調和のとれた発達を図るよう努めることが期待されています。 

○ しかし、少子化、核家族化及び離婚率の高まりなどにより家族の形態は、大きく変化

しています。少子化を合計特殊出生率1で見ると、１９７０年代半ばに２人以下となって

から、２０１５年には１．４５人【愛知県では１．５７】と低い水準にとどまっていま

す。また、子どものいる世帯構造も「三世代」世帯が減少する一方、「夫婦と子のみ」及

び「ひとり親と子のみ」の世帯が増加し、核家族化が進行しています。 

○ そして、若者の単独世帯や、高齢者の単独世帯だけでなく、子どものいる世帯におい

ても、隣近所や地域とのつきあいが希薄化し、助け合ったり、声を掛け合ったりするよ

うな関係が失われつつある状態となっています。 

○ そのため、家庭や地域の中で子どもを見守る目が減少するとともに、困難に直面した

時に他の家族や隣近所の知恵を借りることや、経験を頼ることができないなど、家庭や

地域における教育機能の低下が見受けられます。 

○ また、父親の家庭教育参加の重要性が高まる中、家庭の中で子育てに日常的にかかわ

っている人についてのアンケート調査によると、「父母共に」が３８．１％と、父親も

約５人に２人は、家庭教育に参加していますが、「もっぱら母親」が４７．６％と約半

数の家庭が、母親だけで家庭教育を担っている現状があります。 

資料：愛知県教育委員会「平成２８年度家庭教育に関する調査研究」より 

1
合計特殊出生率：15歳から 49歳までの女性の年齢別出生率の合計で、一人の女性が平均して一生の間に何人の

子どもを生むかを表す指標

もっぱら父親

0.7%

もっぱら母

親

47.6%

祖父母

1.3%

父母共に

38.1%

両親と祖父母

9.8%

その他

0.7%

無回答

1.7%

家庭の中で子育てに日常的にかかわっている人
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○ このようなことから、子どもの教育について、とりわけ子育ての中心的な担い手とな

っている母親の負担と不安が増し、子育てに悩みを抱く母親が少なくありません。 

○ 本県におけるひとり親家庭は、平成２７年時点で全世帯の８．１％となっており、平

成２２年の７．８％から０．３ポイント増加しています。 

平成２８年度の県子ども調査等によると、愛知県独自の貧困線１３７．５万円による

子どもの貧困率は、子どものいる世帯全体では９％ですが、ひとり親家庭では６５．５％

であり、ひとり親家庭では、経済的困窮の割合は非常に高くなっています。 

  また、家庭の現在の暮らし向きについて、苦しい（大変苦しい＋やや苦しい）と回答

した割合は、子どものいる世帯では、小１、小５が約３０％、中２が約３４％ですが、

母子家庭では約７１％、父子家庭では約５９％となっており、ひとり親家庭では、より

暮らし向きを苦しいと感じています。 

資料：「愛知子ども調査（平成２８年度）」より  

資料：「愛知県ひとり親家庭等実態調査（平成２８年度）」より  

7.8

6.2

5.3

26.4

24

24.2

49.3

52.9

53.6

13.7

14.3

14.7

1.7

1.5

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子どものいる世帯（中２保護者）

子どものいる世帯（小５保護者）

子どものいる世帯（小１保護者）

家庭の現在の暮らし向き

大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとりがある 大変ゆとりがある 無回答

24.1

28.8

34.7

42

33.3

25.9

6.7

2.4

1.1

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

父子世帯

母子世帯

家庭の現在の暮らし向き

大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとりがある 大変ゆとりがある
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なお、ひとり親家庭の親のうち、悩んでいることや困っていることがあると回答した

人の割合は、母子家庭で８２．６％、父子家庭で７４．０％であり、悩みの内容をみる

と母子家庭では「生活費のこと」の６２．６％に次いで「子どものこと」が４７．７％、

父子家庭では、「子どものこと」が５０．６％と最も高くなっており、子育てに悩んでい

る人の割合が高くなっています。また、悩みの相談先については、「適当な相談相手がい

ない」と回答した人の割合は、母子家庭で１３．３％、父子家庭で１６．３％となって

います。 

○ 近年、所得格差は拡大傾向にあり、経済的な格差が家庭教育や学習機会の格差などに

つながり、子どもの育ちへの影響が懸念され、子どもの貧困が社会問題となっています。

子どもの貧困は、将来、若者の貧困につながる恐れがあり、世代を超えた貧困の連鎖が

懸念されます。 

【期待される役割】 

○ 家庭が、自ら積極的に地域社会への参加や隣近所とのつきあいを深め、地域全体でお

互いの家庭を助け合い、協力し合う機運の醸成が期待されます。 

○ 父親の家庭教育への積極的な参加が期待されます。 

○ 県や市町村を始め社会教育関係団体、ＮＰＯなどにより、地域において数多くの子育

てや家庭教育に関する講座が開設されるとともに子育て支援センター1等が設置され、家

庭を支援しています。このような機会を主体的に活用することが期待されます。また、

参加した講座を通して地域の子育てサークルなどに加わり、仲間と知識や悩み・問題を

共有しながら自らの課題を解決していき、さらにその経験を生かして地域で活躍してい

くことが期待されます。 

○ 家庭には、家庭の状況にかかわらず学習の機会を保障するため設置されている地域未

来塾2等の子どもへの学習支援の場を積極的に活用することが期待されます。 

 ○ 家庭教育が困難になっている家庭においては、家庭に閉じこもって孤立しないように、

県や市町村などの相談窓口に電話相談をしたり、民生委員・児童委員など訪問型の相談

支援を活用したりするなど、支援機関とのつながりを築いていくことが期待されます。 

1
 子育て支援センター：地域の子育て支援情報の収集・提供に努め、子育て全般に関する専門的な支援を行う拠点

として機能するとともに、既存のネットワークや子育て支援活動を行う団体等と連携しながら、地域に出向いた

地域支援活動を実施している。 

2
 地域未来塾：経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習習慣が十分に身に付い

ていない児童・生徒への学習支援を、大学生や教員 OB、NPO など地域住民の協力により学習支援を実施する文部

科学省が推進する事業 
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２ 団体・グループ 

【現状と課題】

 ○ 生涯学習とは、学校において行われている学習のみならず、地域や職場といった社会

で行われている学習をも含んだ包括的な概念であり、生涯学習社会の実現のためには、

青少年や成人などを対象として行われる教育活動、つまり社会教育の果たす役割は大変

大きいものとなっています。

○ この社会教育を担っている地域の婦人会、青年団体などの社会教育関係団体は、生活

者の視点から地域の高齢化対策、防災・防犯、介護、環境保全などの課題に取り組み、

地元自治体や地域から厚い信頼を得て、実効性を発揮してきましたが、価値観の多様化

や生活様式の変化などにより、これらの団体への加入に地域的な偏りが見られたり、加

入者が減少したりしているのが現状です。 

○ 県民の生活基盤にある身近な団体には自治会・町内会がありますが、活動に参加しな

い人も多く、その機能は低下傾向にあります。しかし、先の東日本大震災においては、

このような地縁的な団体における日頃の親密な関係が、その後の円滑な避難所運営や新

しい生活における活力につながりました。 

○ 一方、特定非営利活動促進法に基づき愛知県が認証したＮＰＯ法人数は、いわゆ

るＮＰＯ法により法人格の認証を受けた団体は、平成２７年度末で１，０８８となってお

り、平成２４年度の９９８から９％増加し、保健・医療・福祉、子どもの健全育成など様々

な分野で広範な活動が見られます。

ＮＰＯ認証件数の推移（愛知県）

資料：愛知県県民生活部社会活動推進課調べ

998 

1,026 

1,071 
1,088 

940
960
980

1000
1020
1040
1060
1080
1100

H24 H25 H26 H27（年度）
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○ 老後を健全で豊かなものにするための自主的な組織として老人クラブがあり、健康づ

くりや学習活動など生活を豊かにする活動と、社会奉仕や伝承活動など地域を豊かにす

る活動を行っています。公益財団法人全国老人クラブ連合会の調査によると、平成２８

年３月末現在、本県のクラブ数は５，７２８クラブ、会員数４０４，０４３人で、とも

に全国１位となっています。 

○ 家族の形態の変化や地域的な絆
きずな

の希薄化により、かつては家庭や地域で担ってきた子

育てや介護などの分野において公的支援のニーズが増大しています。更に、環境や食に

関する課題、大規模災害への備えなど、今日的な課題への取組が求められています。 

○ 一方、このような社会の要請に行政だけで対応するのではなく、地域のことは最もそ

のニーズを把握する地域住民や団体・グループの主体的な参画により解決していこうと

いう考えも広まっています。 

○ また、高齢化が進行し、労働力人口が減少する中、平成２５年度の内閣府の高齢者の

地域社会への参加に関する意識調査では、グループ活動へ参加したい高齢者は７２．５％、

若い世代との交流の機会に参加したい高齢者は５９．８％という結果であり、高齢者の

団体・グループ活動や世代間交流への参加意欲は高くなっています。 

【期待される役割】 

○ 社会教育関係団体やＮＰＯ、ボランティアグループ、地縁的組織などが組織力や機動

力を発揮したり、行政にできなかったこと、手の届かなかった部分にもきめ細かな対応

を行ったりするなど、それぞれが持つ専門的な知識や技能を生かした活動を行うことに

より、地域の課題解決に向けて、積極的に取り組んでいくことが期待されます。 

○ 社会状況の変化に対応できるよう常に新しい学習を続けるとともに、組織の活性化や

新しい仲間づくりのために学習機会を積極的に提供することが期待されます。 

○ 行政や学校との協働や他の様々な団体・グループとの連携・協力を行うことにより、

活動の効果を高めていくことが期待されます。 

 ○ 超高齢社会においては、高齢者の積極的な社会参画が不可欠です。一方、経験や能力

を生かし、新たな生きがいを求めて活動を行いたい、世代間交流がしたいという高齢者

などが増えつつあり、このようなニーズに応え、自己実現を図る機会を提供することが

期待されます。 
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３ 学校（幼稚園・小学校・中学校・高等学校・特別支援学校など） 

【現状と課題】

○ 学校は、社会が様々に変化する中で、人々が自発的な意思により、生涯にわたり学習

をしていくために必要となる基礎的な学力や判断力などを培いながら、生きる力を育む

場であり、生涯学習において重要な役割を果たしています。本県では平成２８年２月に

愛知の教育を推進していくための方向を示した「あいちの教育ビジョン２０２０」を策

定して取組を進めているところです。

この項目では「地域とともにある学校」の観点から考察します。

○ 「開かれた学校づくり」から、更に一歩踏み出し、地域の人々と学校が教育目標やビ

ジョンを共有し、地域が一体となって子どもたちを育む「地域とともにある学校」への

転換を進めています。

具体的には、地域と学校が連携・協働しながら地域全体で未来を担う子どもたちの成

長を支えていく活動である地域学校協働活動を推進していきます。そのために学校支援

地域本部、小学校の余裕教室等を活用して、放課後や週末等の子どもの安全で健やかな

活動場所を確保し、地域住民との交流活動の機会を提供する放課後子ども教室等の機能

をベースとして、従来の個別の活動の充実、総合化・ネットワーク化を図り、「支援」か

ら「連携・協働」を目指す新たな体制である地域学校協働本部への発展、学校運営への

地域住民や保護者の参画を促進し、学校における地域との連携・協働体制の確立に努め

ています。これらは、学校を核とし、子どもたちの教育という共通の目標をもつ取組を

通じて、自立した地域社会の基盤の構築を図り、地域を活性化する「学校を核とした地

域づくり」を推進するものです。

また、地域の人々にとってのスポーツや交流の場として、小・中学校の体育館、普通

教室などの学校施設の開放が市町村において実施されています。これらの事業では、地

域の人々の協力により授業補助や図書館業務支援、校内環境整備、又はスポーツや文化

の体験活動などが行われており、児童生徒にとっては地域の人々との交流の機会となり、

地域の人々にとってはこれまでの経験や学習を生かす場となっています。 

○ 地域学校協働本部では、学校と地域を結ぶ窓口となる地域コーディネーターが大きな

役割を担っていますが、そこで活躍してもらう地域の人材確保が課題になっています。 
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資料：愛知県教育委員会調べ 

（名古屋市及び中核市除く） 

【期待される役割】 

○ 地域学校協働本部の設置を推進するとともに、各地域の実情を踏まえたコミュニテ

ィ・スクール（学校運営協議会）を導入するなど、地域と教育目標やビジョンを共有し、

一体となって子どもたちを育む、地域とともにあることが期待されます。 

○ 子どもたちにボランティア活動や伝統芸能の継承など地域の様々な活動や行事への参

加を促すとともに、保護者や地域住民による授業補助や登下校時の見守りなど、家庭や

地域の協力を得ながら、学校を核とした地域づくりを進めることが期待されます。 

○ 学校教育上支障がない場合には、学校施設を生涯学習のために利用できるようにする

とともに、住民に学び直しの機会を提供するなど、その機能を積極的に地域に開放する

ことが期待されます。 

○ 社会教育行政と連携して地域の人材の発掘や活用を進め、地域との交流を促進するこ

とが期待されます。 

○ 公共施設の４割を占め、子どもたちの教育施設であると同時に、地域住民にとって最

も身近な施設であり、全ての子どもたちが通い、子どもの状況を把握できることから、

福祉部局との連携や、地域未来塾などの地域による学習支援との橋渡し、ハローワーク

や地域若者サポートステーション1との連携による高校中退者等への就労の支援や学び

直しのための情報提供などが期待されます。 

1 地域若者サポートステーション：ニートと呼ばれる無業の状態にある若者とその保護者に対する包括的支援の窓

口として、厚生労働省の委託により設置され、地方自治体や地域の若者支援機関との連携により、専門的な相談、

各種プログラム、職場体験、地域ネットワークを活用した支援など、多様な就労支援メニューを提供する。
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放課後子ども教室の推移（愛知県）
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(教室) 



16

４ 生涯学習関連施設 

【現状と課題】 

 ○ 公民館、図書館、博物館やコミュニティセンターなどの生涯学習関連施設は、

地域住民のニーズを把握して、多様な学習プログラムを企画し提供することで、

地域住民にとって身近に利用できる生涯学習拠点としての大きな役割を果たして

います。

○ とりわけ、公民館、図書館、博物館など、社会教育法に規定される社会教育施

設は、公民館主事、図書館司書、博物館学芸員などの専門職員を配置し、住民や

社会のニーズのほか、行政の動向を的確に把握しながら、効果的なプログラムづ

くりや運営上の改善・工夫に努めたり、学校やＮＰＯ、他の生涯学習関連施設と

のネットワークづくりを進めたりするなど、専門的な力量を発揮する役割を担っ

ています。

 ○ 公民館数は、コミュニティセンターなどの首長部局施設への転用などにより減

少傾向にありますが、平成２６年度現在、県内には中学校数に相当する３９４の

公民館が設置されており、多くの講座が開催されています。

○ 公民館の持つハード（施設）やソフト（事業、人材）を地域の学校教育の場で

積極的に活用するなどといった、公民館と学校の連携が求められています。そし

て学校と地域の連携をコーディネートすることにより、地域の活性化を推進する

ことが求められています。 

○  図書館や博物館においては、全国的に見ても活発に行われている図書の貸出や

展示を通して、県民の学習を支援するとともに、必要に応じて講演会や講座など

を行い、学習機会の提供を行っています。親しみやすく、魅力ある施設となるた

めに、子どものための企画などに際し、学校を始めとする関係機関との連携が求

められています。

○ また、現在、県内には自治公民館1が多数設置されています。地域の課題が多様

化し、行政の対応だけでは解決が難しくなっている近年では、地域住民が力を合

わせて自分たちの課題に取り組む「自治会」の活躍の場としても機能する自治公

民館と行政の連携・協働した取組が重要になっています。 

1 自治公民館：地域住民の学習・生活の関連施設としての機能を持ち、人づくり・地域づくりの組織的

な対応を図る拠点。住民自治の場であり、教育と生活の接点であると言われ、法的には、市町村の設置

する公立公民館と区別して、「公民館類似施設」と呼ばれている。
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○ 公民館の常勤の専門職員は、愛知県公民館連合会「愛知の公民館一覧」による

と、平成１７年度から２６年度の１０年間で、９市町村で増加した半面、減少し

た市町村が２４であり、全体的には減少傾向にありますが、公民館において充実

した学習機会を提供するため、専門職員の積極的な設置が求められています。

資料：愛知県公民館連合会「愛知の公民館一覧」より

【期待される役割】 

○ 高齢化の更なる進行に伴い、高齢者の生きがいづくりや環境、防災など現代的

な課題へ対応するとともに、多様化する学習ニーズに応えるための学習機会の充

実を図り、地域における学習拠点、活動拠点としての取組を推進することが期待

されます。 

○ 地域における人間関係の希薄化が大きな問題となっている今、公民館には、学

習講座や防災への取組など社会教育活動を通して、コミュニティに信頼、規範、

ネットワークを醸成し、それをコミュニティ全体に広げていくことが期待されま

す。 

○ 豊かな知識・経験を有する高齢者の生きがいを創出する場として、公民館での

講座における市民講師、図書館における読み聞かせ教室の講師や博物館における

ボランティアガイドなど多様な活動に学習成果を生かす場を設けることが期待さ

れます。 

○ 民間教育事業者や生涯学習に関する講座などを実施しているボランティアグル

ープ、ＮＰＯなど生涯学習関連施設以外の学習提供者との連携を深め、各事業者

の特色を生かした講座などを提供することが期待されます。 
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 ○ 社会教育施設が、それぞれの施設固有の持ち味を生かした学習・教育実践を推

進するため、学びを支援するコーディネーターとして専門的力量を発揮する公民

館主事、図書館司書、博物館学芸員などの専門職員の積極的な配置が期待されま

す。 

○ 例えば、公民館と市町村の福祉部局と連携した介護講習など、縦割り行政を超

えた福祉分野との連携・協働による社会教育活動と地域福祉が融合した活動の創

出による、地域におけるソーシャル・キャピタル1の形成の促進が期待されます。 

1 ソーシャル・キャピタル：（Social capital、社会関係資本）人々の協調行動を活発にすることによっ

て、社会の効率性を高めることができるという考え方のもとで、「信頼」「規範」「ネットワーク」とい

った社会組織の重要性を説く概念である。
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５ 大学等高等教育機関 

【現状と課題】 

○ 大学、専門学校等の高等教育機関は、地域の知的創造活動の拠点であるととも

に、生涯学習機関として、社会人の学び直しの機会提供や地域課題の解決に資す

る人材育成、地域貢献などを行っています。 

○ 本県にある大学、大学院、短期大学、高等専門学校の多くが、公開講座、社会

人特別選抜入試、聴講生・研究生、科目等履修生などの取組を行い、社会人の受

入を進めています。特に、大学の教育・研究の成果を地域住民に開放し、高度な

学習機会を提供する公開講座は、平成２７年度においては４８の大学で１，９８７

講座が開催され、６２，８０９人が受講しています。 

資料：愛知県教育委員会「大学等高等教育機関における開放事業実施状況調査」（平成２７年度） 

○ 本県では、大学コンソーシアム1など大学連携による学習機会の提供が行われ

ています。 

○ 全国の大学院における社会人入学者の割合は、平成２３年の１５．６％から平

成２８年は１８．６％へと増加傾向で推移しています。また、特定の職業等に従

事するのに必要となる高度な専門的知識・能力の育成に特化した実践的教育を行

う専門職大学院は、平成２９年５月現在、県内に法科大学院など４校あります。 

1
 大学コンソーシアム：個別に取り組むと時間や費用を要する事業を共同で行うため、近隣の大学など

が集まった組織

大学等高等教育機関における開放事業・制度の実施状況（愛知県）
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○ 通信教育（学部）については、平成２８年５月時点で全国４６大学５１学部、

県内では２大学２学部２学科で実施されています。特に放送大学（大学・大学

院）では、全国で約９０，０００人、本県にある放送大学愛知学習センターで

は約３，２００人の幅広い年齢層の人々が、生涯学習や学位取得、キャリアア

ップ等を目的に、ＢＳ放送やインターネット等を利用して学んでいます。今後、

ＩＣＴを活用した学習内容の一層の充実が求められます。 

○ 地域貢献の状況を見ると、例えば、ＩＴ機器操作に関する講座の開催、小・中

学校に在籍する外国人に対する学習支援、学習意欲の向上に向けた高等学校等と

の連携、地元商店街の活性化などのまちづくりへの取組、あるいは医療分野にお

ける健康づくり教室の開設など、様々な活動が見られます。 

【期待される役割】 

○ 職業人のキャリアアップ、高齢者の社会参画や若者の就業能力の向上、子育て

や介護のため離職した方の再就職といった社会人の学習ニーズに積極的に取り

組むことにより、社会人の受入を更に推進することが期待されます。 

○ 高度化・多様化する地域の課題に対して、大学コンソーシアムなど高等教育機

関同士の連携による多様な学習機会の提供を図るとともに、自治体、ＮＰＯ等と

の連携・協働関係を深め、まちづくり、防災など地域課題解決のために、教育研

究資源を活用した地域貢献を推進することが期待されます。 

○ 学生の地域活動は、学生にとっては、地域との交流を通じて、社会や地域への

関心の高まりや、世代間交流によるコミュニケーション能力の向上、地域の課題

の解決に向けた取組により主体的な学びを育むなど教育的効果があるとともに、

地域にとっては、共に地域の課題を解決する担い手として、学生の発想力、行動

力などの力を活用できること、世代間交流により地域が活性化することなど、相

互に利点があります。大学等高等教育機関は、地域連携の仕組みづくりをし、学

生の地域活動を推進することが期待されます。 

○ ＩＣＴが急速に進展していく中で、ＩＣＴを活用した学習方法や学習コンテン

ツなどを開発し、e ラーニング1など社会人にとって利用しやすい学習機会の提供

や学習内容の充実を図ることが期待されます。 

1 e ラーニング：コンピュータやネットワークなどの情報技術を活用した学習や教育の総称。特に、

インターネットを通じて利用できる学習を指すことが多い。 
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６ 民間教育事業者 

【現状と課題】 

 ○ カルチャーセンターに代表される民間教育事業者は、趣味・教養、文化・芸術、

スポーツ等の学習機会を提供し、その内容は全体的に質的水準も高く、社会の成

熟化に伴い、学習者の高度化・多様化する学習ニーズを満たす上で重要な役割を

果たしています。 

○ 本県のカルチャーセンターの状況について見ると、平成２７年時点では、事業

所数は４９、受講者数（在籍者数）は約１１万人となっています。 

事業所は、その多くが名古屋市に集積し、名古屋市以外では豊橋市、岡崎市、

一宮市、豊田市といった中核市などに立地しており、距離的にも身近な公民館な

どと比較すると、利便性は必ずしも高いものではありませんが、魅力的な講座内

容、交通便利な立地などにより、広域的に受講者を集めています。 

○ 一方、県政世論調査によると、「どのような生涯学習の機会が増えればよいと思

うか」という問いに対して、「公民館などにおける都道府県や市町村などの自治

体の講座や教室」が４２．５％と最も多く、次いで「カルチャーセンターやスポ

ーツクラブなど民間の講座や教室」が２６．６％となっており、カルチャーセン

ターに対しても生涯学習の提供機関として高い期待が寄せられています。 

資料：愛知県「県政世論調査」(平成２８年度) ※上位５つを抜粋 

18.6%

20.1%

24.2%

26.6%

42.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

自然体験や生活体験などの体験活動の機会

パソコン、インターネットを活用した学習

の機会

大学や専門学校、高等学校などで社会人を

対象とした科目・コースなど
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○ カルチャーセンターは、学習マーケットや時代の動向を敏感に反映した講座を

常に開発し、講座の種類の豊富さ、専門的な指導者による工夫を凝らした内容な

どにより、学習の選択肢を広げるとともに、公民館や大学等の講座とは差別化を

図った新たな学習マーケットを創造していくことが課題です。 

○ 特に近年では、特定のテーマについて、名古屋大学、愛知県立芸術大学など地

元大学と連携した連続講座を開催したり、愛知県美術館など地元博物館が行う企

画展の開催時に、これに関連した講座を実施したりするなど、大学や文化施設と

連携・協働して提供する学習機会も増加しています。 

【期待される役割】 

○ 独自の発想で、高度で多様化する県民の学習ニーズに対し、特色ある学習機会

を提供することが期待されます。 

○ 民間教育事業者が大学等高等教育機関や博物館・美術館など生涯学習関連施設

等と連携・協働し、地域に密着した独自性と魅力ある内容で、人々に学習の機会

を提供することが期待されます。 

○ コミュニティ・メディアであるケーブルテレビ、ＦＭ局等の通信・放送事業者

は、民間教育事業者として、市町村、大学等と連携・協働しつつ、生涯学習やコ

ミュニティの課題などに関する自主番組の制作に積極的に取り組み、生涯学習の

機会提供・普及に寄与することが期待されます。 
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７ 企業 

【現状と課題】 

○ 企業は、教育訓練の転換、ワーク・ライフ・バランス1の推進、企業の社会的責任（Ｃ

ＳＲ）の一環としての地域貢献などが求められる中、労働者に対し多様な生涯学習の機

会を提供しています。 

○ 企業が労働者に対して行う教育訓練については、従来からの終身雇用と年功序列を前

提としたＯＪＴ2を中心としたものから、バブル経済崩壊以降、個人の自己責任に基づく

主体性や個性を尊重する教育訓練へと転換されつつあります。労働者が自分自身のキャ

リアデザインを戦略的に考え、自らの「雇用され得る能力」（エンプロイアビリティ）

を向上できるよう、企業は労働者に対し自己啓発などの学習支援を行うことが重要にな

っています。 

○ 厚生労働省の調査によると、労働者（正社員）の職業能力を向上させるための自己啓

発に対して支援をしている事業所の割合は約８割ですが、実際に自己啓発を行った労働

者（正社員）は約４割にとどまっています。その問題点として、「仕事が忙しい」、「費

用がかかりすぎる」、「家事・育児が忙しい」などが挙げられています。 

資料：厚生労働省「能力開発基本調査」（平成 27年） 

1
ワーク・ライフ・バランス：「仕事と生活の調和」のこと。国民一人一人がやりがいや充実感を持ちながら働き、

仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に

応じて多様な働き方が選択・実現できること
2
ОＪＴ：On-the-Job Training の略。企業内教育・教育訓練手法のひとつで職場の上司や先輩が部下や後輩に対

し具体的な仕事を通じて仕事に必要な知識・技術・技能・態度などを意図的・計画的・継続的に指導し、修得さ

せることによって全体的な業務処理能力や力量を育成するすべての活動
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○ 労働者の一人一人がやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとと

もに、家庭や地域活動などにおいても生涯学習の機会を確保し、人生の各段階に応じて

多様な生き方が選択・実現できるよう、ワーク・ライフ・バランスの取れた生活が求め

られています。 

○ 本県では、仕事と育児・介護とを両立させることができる様々な制度を持ち、多様で

かつ柔軟な働き方を労働者が選択できるような取組を行う企業を「ファミリー・フレン

ドリー企業」として登録する制度を設けていますが、その登録企業数は開始年度である

平成１９年度の２４６社から２８年度には１，２０４社へと約４．８倍に増加していま

す。 

○ また、本県では、家庭教育を応援する企業・事業所を「あいちっこ家庭教育応援企業」

として登録する制度を設けていますが、平成２９年３月末日現在、５１２の企業・事業

所の登録があり、子どもの体験活動の支援や職場見学などの活動を行っています。 

○ 企業は、環境や職場、地域社会、マーケットなど様々な分野で企業の社会的責任（Ｃ

ＳＲ）が求められ、厚い産業集積を持つ本県では多数の企業が多様な取組を積極的に展

開しています。例えば、地域の教育については、企業人の学校派遣、職場への児童生徒

の受入、工場施設の開放、企業博物館・美術館の設置など、様々な地域貢献活動が見ら

れます。 

○ これらの活動は、生涯学習の観点から見れば、企業が労働者に多様な学びの機会を提

供するとともに、学びを生かすことにもつながり、地域社会の活性化に役立っています。 

【期待される役割】 

 ○ 労働者が労働市場で通用する「雇用され得る能力」を身に付けることができるよう、

学習機会を提供するとともに、キャリアアップ、子育てや介護のため休業した方の職場

復帰等のために必要な学習環境を整備することが期待されます。 

○ 労働者が現役時代から高齢期を見据えたプランを立て、生涯にわたって職業能力や自

己啓発、健康づくり、家庭教育、地域活動に取り組めるようワーク・ライフ・バランス

を推進し、職場の環境づくりや、地域活動への導入的な講習や研修を実施するなどの意

識啓発を行うことが期待されます。 

○ 地域社会の一員として、企業の有する人材・施設等を活用し、環境問題への取組や文

化・教育の支援など、幅広い地域貢献を推進していくことが期待されます。 

○ 企業は、定年退職者を対象にした親睦会等の組織化を行っていることが多くあります

が、趣味のサークルにとどまらず、社会貢献や地域のコミュニティ参画、起業支援等に

つながる活動に発展させていくことも期待されます。 
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８ 市町村   

【現状と課題】 

○ 市町村は、地域住民に最も身近な存在であり、住民の意思を十分に把握しながら、様々

な学習ニーズに応え、地域課題を解決するための最も核となる行政機関です。公民館、

図書館、博物館などの生涯学習関連施設を活用した生涯学習施策を行い、住民の生涯学

習に大きな役割を果たしています。 

○ 本県が行った平成２７年度市町村における学習講座開設状況調査によると、「趣味的な

もの」が９６．２％、「教養的なもの」、「健康・スポーツ・レクリエーション」がともに

９４．２％と高い実施率である一方、「防災・まちづくりなどの地域課題」、「ボランテ

ィア活動に必要な知識・技能」は、それぞれ３４．６％、２５．０％と高いとは言えな

い実施率にとどまっています。 

資料：愛知県教育委員会「市町村における学習講座開設状況調査」平成 27年度 

○ また、市町村は、大学等高等教育機関、ＮＰＯ・市民活動団体と連携して講座を開催

していますが、講座開催に限らず、生涯学習施策を実施するに当たっては、生涯学習を

担当する部局だけでなく、市町村としての一体的な取組を図るとともに、大学等高等教

育機関、団体・グループなどの関係機関との連携・協働が可能となる体制づくりを推進

することが必要です。 

○ さらに、生涯学習施策を実施するに当たり、社会教育法上必置である社会教育主事の

果たす役割が大切であり、企画・立案・実施に専門的な力を発揮し、効果的な施策とす

ることが求められます。また、住民の意向を社会教育行政に反映させるため市町村が設

市町村が実施している講座内容（愛知県）
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置している社会教育委員が行政と住民の橋渡し的役割を担い地域をつなげる要となる

など、住民ニーズに沿った施策とすることが必要です。 

 ○ 学習成果を社会に還元することが求められる中で、学んだ成果を生かした活動をして

いない理由を見ると、「まだ活用できるレベルに達していない」が４９．３％、「活動を

行う意欲はあるが、やり方や方法がわからない」が１９．６％となっており、住民の意

向に即した実践的な学習講座の開催やその学習成果を発揮する機会の創出、情報提供な

どが課題となっています。 

資料：愛知県「県政世論調査」（平成２８年度）※上位５つを抜粋   

【期待される役割】

○ 住民ニーズの高い趣味・教養的な学習講座の提供に加え、地域課題の解決に向けた学

習機会の提供や人材養成を行うことにより、学習の成果を地域へ還元しやすい環境を作

り、地域住民によるまちづくりなどを進め、生涯学習を通した新しいコミュニティの再

構築を推進することが期待されます。 

○ 超高齢社会が今後更に進展していく中で、定年を迎える前から、高齢者自身が自らを

地域社会が必要としていることに気付き、地域社会に新たな一歩を踏み出すための学習

や、世代を超えて、多様な価値観や考え方に共感できるよう世代間の交流を積極的に推

進し、高齢者の地域社会への参画が促進される循環を創り出すことが期待されます。 

○ 住民に学習の成果を生かすための場を積極的に提供するとともに、活動する側と受け

入れる側とをつなぐコーディネーターの養成及び資質の向上を図ることが期待されま

す。 

 ○ 様々な部局が地域課題の解決に取り組んでいますが、単独の部局での取組みでは対応

が困難なケースが増えているため、部局を越えて連携することが期待されます。また、

豊かな知識・経験を有する団体・グループや優れた研究・教育資源を有する大学等高等

教育機関等とのネットワークづくりを図り、共に地域課題の解決を推進することが期待

されます。 
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９ 県                               

【現状と課題】 

○ 県は、生涯学習推進のための中核的施設として生涯学習推進センターを平成１４

年に設置し、広域的な学習情報の提供と専門的な人材育成を県の重要な役割と位置

付け、これらを中心に学習機会の提供、研修、交流などの生涯学習事業を実施して

きました。近年の市町村における生涯学習施策の充実を踏まえ、より広域性、専門

性、先導性の高い施策を実施していくことが求められています。 

○ 県は、県・市町村、公民館、博物館、生涯学習関係団体、大学などが有する様々

な学習情報を一元的に提供する生涯学習情報システム「学びネットあいち」の運営

を行っています。平成２８年度末現在、「学びネットあいち」に教材、施設、講座、

イベント、講師などの情報を提供するネットワーク機関数は１，７１４機関、情報

登録数は１万１千件を数え、アクセス数は年間約１５３万件となっています。ネッ

トワーク機関数及び情報登録数は伸び悩みの状況にあり、「学びネットあいち」をよ

り活用しやすい情報システムに改善していく必要があります。

資料：愛知県教育委員会調べ

○ 教育委員会を始め各部局においては、それぞれの行政課題に対応して、防災、環

境、家庭教育、職業能力の向上などの分野で様々な生涯学習関連施策が実施され、

指導者やボランティアなどの人材養成も行われていますが、平成２１年度に県が養

成した子育てネットワーカー1の活動状況によると、約５６％が活動していない状況

であり、人材が地域で十分に活用されていない例もあります。 

1 子育てネットワーカー：子育てやしつけに関する悩みや不安を持つ親に対して、きめ細かなアドバイスを

行う子育て経験者。本県教育委員会で養成しており、国の事業では子育てサポーターという名称で呼ばれ

ている。
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資料：愛知県教育委員会「子育てネットワーカーの活動と意識に関する調査研究」（平成２１年度） 

 ○ 社会の変化に伴って行政に求められるサービスの範囲が拡大し、行政が全ての公

共的ニーズに対応するのは困難になってきていることから、地域における多様な主

体と連携・協働していくことが重要になっています。 

【期待される役割】

○ 生涯学習情報システム「学びネットあいち」において、ＩＣＴに不慣れな利用者

やネットワーク機関の担当者を含め、誰にとっても分かりやすく使いやすいシステ

ムとなるよう絶えず改良を加えるとともに、ネットワーク機関数や学習コンテンツ

の収録数の増加を図り、「学びネットあいち」の発信力を高め、学習者の利便性向上

を推進することが期待されます。 

○ 市町村の役割と実情を踏まえ、広域的な立場から市町村単独では実施しにくい専

門性の高い人材養成や学習成果を活用する機会を組み込んだ先導的な事業の展開が

期待されます。

○ 必要に応じて関係部局をはじめ、大学等高等教育機関など生涯学習を取り巻く各

主体との連携促進を図るとともに、各主体に対して、県民がより充実した学習活動

を行うことができ、地域の課題解決に貢献できる環境を整備するよう働きかけるこ

とが期待されます。 
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本計画の基本理念である「自己を高め、地域とつながり、未来を築く生涯学習社会」

を実現するために、家庭、団体・グループ、学校、生涯学習関連施設、大学等高等教

育機関、民間教育事業者、企業、市町村の各主体がそれぞれに期待される役割を果た

していく中で、県は教育委員会と知事部局が相互に関連する施策について整合性を図

り、緊密に連携して本県の施策を総合的かつ効果的に推進することが重要です。

そこで、第３章では、未曾有の超高齢社会、子ども・若者の貧困問題、家庭教育の

困難化、社会のつながりの希薄化などの社会経済情勢の変化に的確に対応できるよう、

県の生涯学習施策に５本の柱を設定し、今後の展開方向を明らかにします。 

（１）「生きる力」を育む学校教育の充実

（２）健康づくり・スポーツ活動の促進

（３）芸術・文化の振興

（４）高齢期の学びと社会参加活動の促進

（１）家庭教育の充実と子育て支援  

（２）地域の教育力の向上  

（３）青少年の健全育成 

（４）食育の推進 

第３章 県の生涯学習施策の展開

１ 長寿社会を豊かに生きる生涯学習 

２ 家庭と地域の教育力を高める生涯学習 
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（１）持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進 

（２）環境学習・環境活動の推進 

（３）安心・安全な県民生活の確立 

（４）人権意識の啓発 

（５）男女共同参画社会の形成 

（６）障害者との共生社会づくり 

（７）多文化共生社会の推進 

（８）「モノづくり」の継承と発展 

（１）若者等に対する職業意識・職業観の醸成 

（２）職業能力の向上 

（３）社会人の学び直しの推進 

（１）生涯学習推進体制の充実 

（２）学習情報の提供と相談体制の充実 

（３）人材・団体の育成と調査・研究の推進 

（４）生涯学習関連施設の充実 

３ 持続可能な社会づくりを進める生涯学習 

４ 職業的自立を高める生涯学習 

５ 生涯学習推進体制づくり 
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１ 長寿社会を豊かに生きる生涯学習 

 「長寿社会」においては、社会が変化しても県民一人一人が主体的に行動できる力を

身に付け、健康で心に潤いを持って豊かに生きていくことが大切です。そのため、子ど

もたちの「生きる力」を育む学校教育の充実に努めます。また、若い頃から健康的な生

活習慣を身に付けるとともに、身近なところでスポーツ・レクリエーションに親しめる

取組を推進します。 

心の豊かさの糧となる芸術・文化について、愛知芸術文化センターなどの文化施設や

東三河の民俗芸能など本県の豊富な芸術文化資源を活用して、県民が芸術・文化に親し

む機会を提供するとともに、子どもたちの感受性を養う読書活動の充実に努めます。 

 超高齢社会を迎えた今、高齢者は地域づくりの重要な人材です。趣味・教養に時間を

費やすだけでなく、これまでの経験を社会参加・地域貢献に生かしてもらえるよう、地

域活動の拠点である公民館の活性化支援や地域のリーダーとして自発的に活動できる

支援など高齢期の学びと社会参加を促進していきます。 

【現状と課題】 

○ 学校教育は、幼児児童生徒が生涯にわたり、人間としての成長と発達を続けてい

く基盤となる力を養うとともに、国家及び社会の有為な形成者としての資質の育成

を目標としています。 

○ 幼児児童生徒が、変化の激しいこれからの社会を生きるために、確かな学力、豊

かな人間性、健康・体力といった知・徳・体のバランスのとれた力「生きる力」を

身に付けることが重要です。

○ 本県では、平成１９年４月に、「『自らを高めること』と『社会に役立つこと』を

基本的視点とした『あいちの人間像』の実現」を基本理念とする、教育の総合的な

計画「あいちの教育に関するアクションプラン」を策定し、「家庭・地域・学校の

協働による教育」を推進してきました。 

○ そして、平成２３年６月に、先のプランの基本理念と考え方を継承した「あいち

の教育に関するアクションプランⅡ」を策定し、あいちの教育を一層推進してきま

した。 

（１）「生きる力」を育む学校教育の充実 
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○ この間、グローバル化や技術革新が加速度的に進展し、子どもたちを取り巻く

社会も、いまだかつてないほどのスピードで変化してきました。この変化は、今

後も一層進むことが予想されており、一人一人が多様な個性や能力を伸ばすとと

もに、個人や社会の多様性を尊重してそれぞれの強みを生かし、新たな価値を創

造する社会を目指していく必要があるため、アクションプランⅠ・Ⅱの基本理念

を継承しつつ、新たな課題や今後育むことが求められる資質・能力などを踏まえ

て、平成２８年２月に、新たな計画「あいちの教育ビジョン２０２０」を策定し

ました。 

○ この計画に基づき、学校教育の充実に向けた施策に着実に取り組んでいくことが

求められています。

○ 確かな学力を身に付けるためには、生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、

基礎的な知識及び技能の習得と課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現

力等をバランスよく育むことが求められています。

【施策の展開】 

○ 確かな学力の育成 

  学習意欲の向上を図り、「生きる力」の基となる確かな学力を育成するための施

策を進めます。 

 ・ 「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、子供たちの豊かな心を育むとと

もに、学校と社会（地域）の連携強化を図り、一層の活性化を推進する取組を

支援します。 

 ・ 学習意欲の向上や学習習慣の確立を目指した教育課程の工夫、新たな高大連携

のあり方に関する取組など、生徒の実態や学校の課題に対応した魅力ある教育

課程の実施や授業改善への取組を支援します。 

 ・ 県内全ての大学等と高等学校・特別支援学校・市町村教育委員会の連携を強化

するため、双方から高校生・大学生向けの情報を掲載するマッチングサイト「あ

いちの学校連携ネット」の運用により、学校間の連携や市町村教育委員会との

連携の機会を提供し、強化することで学びを通じた交流のネットワークを広げ

ます。また、活用促進のため、サイトの充実を図るとともにサイトの広報活動

に努めます。 
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○ 多様な学びを保障する学校づくりの推進

幅広い選択科目の中から、生徒が自己の興味・関心に基づき主体的に科目を選択

し、適性や将来の進路等への自覚を深めながら学習できる総合学科への改編や、専

門科目を学ぶことができる普通科コース制の新設等、多様な学習ニーズを踏まえた

様々なタイプの学校づくりを推進します。 

また、不登校経験や中途退学など、様々な学習歴をもつ生徒が、個々の状況に応

じた多様な学びができるよう、興味・関心に応じて科目を選択し、自分のペースに

合わせて学習することができる昼間定時制高校や全日制単位制高校など多様な生

徒のニーズを踏まえた様々なタイプの学校づくりを推進しており、平成２９年４月

には、本県県立高等学校初となる二部制単位制の定時制高等学校である城北つばさ

高等学校を開校しました。 

○ 道徳性・社会性の向上 

  道徳教育の充実、集団活動や交流活動の推進、情報モラル1の向上、相談体制の

充実及び子育て支援の充実などの施策により、子どもたちの道徳性・社会性の向上

を図っていきます。 

○ 地域協働の推進 

  生徒指導上の諸課題への対応など生徒の健全育成のため、中学校、高等学校、警

察をはじめとした地域の関連機関による地域の絆
きずな

づくりを進めます。 

  保護者、学校関係者、地域の関連機関の方に対して、各学校における実践の成果

を発表するなど、生徒指導に関する取組を地域に啓発し、生徒の健全育成を進めま

す。 

〇 発達段階に応じたキャリア教育の充実 

  「キャリア教育ノート2」の活用などにより、小学校から高等学校まで、また、

特別支援学校を含めて、子どもたちの発達段階に応じた社会的・職業的自立に向け、

必要な能力や態度や望ましい勤労観・職業観を育むキャリア教育の一層の充実に努

めます。 

1
 情報モラル：情報社会で適正に活動するための基となる考え方や態度
2
キャリア教育ノート：本県が平成 23年度に作成した小・中学校から高等学校まで、また特別支援学校を

含めて、系統的・継続的に、それぞれの児童生徒の発達段階に応じて、社会的・職業的自立の基盤となる

能力や態度を育成する手助けとなるノート

（２）健康づくり・スポーツ活動の促進 
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【現状と課題】 

○ 健康であることはすべての人の願いであり、県民の健康づくりに対する関心はま

すます高まっています。健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる

期間である「健康寿命」は、平成２５年(推定値)において、男性が７１．６５年で、

女性は７４.６５年となっており、平均寿命との差は約９～１２年あります。 

○ 健康寿命を延ばし、生涯を通じて健やかで心豊かに生活するためには、若い頃か

ら栄養摂取の重要性を理解し、高齢期に向けた健康管理、健康づくりに取り組むと

ともに、誰もが年齢や体力、興味・目的などに応じて、いつでも、どこでも、安全

にスポーツに親しむことができるようにすることが不可欠となっています。 

○ 少子高齢化に伴う労働力人口の減少や共働き世帯の増加、価値観やライフスタイ

ルの多様化など、労働者を取り巻く環境が変化する中、「働き方」に関する意識や

環境は必ずしもその変化に対応しきれていません。 

  こうした様々な課題に対応し、誰もが安心していきいきと働ける仕事と生活が調

和した社会を実現していく必要があります。 

【施策の展開】 

○ 健康長寿あいちづくりの推進 

  「あいち健康プラザ」を中心に、健康づくりの動機付けから実践までの支援、指

導者の育成、研究開発などを推進します。また、周辺市町や産業界と連携し、健康

長寿の交流拠点づくりや情報発信等に取り組みます。 

○ 健康的な生活習慣の確立 

   若い頃からより良い生活習慣を継続し、適切な健康管理により疾病の発症予防・

早期発見に取り組む必要があります。そのため、市町村や関係団体との連携を強化

し、栄養や運動、休養といった生活習慣改善のための情報提供、サービス、環境整

備を充実させるとともに、啓発活動により特定健康診査等の健診受診率向上に努め

ます。 

○ 食を通じた健康づくりの推進

  食を通じた健康づくりのため、研修などにより、食生活改善推進員3の活動を促

進し、食生活や栄養の指導・啓発などの食育活動を支援します。また、飲食店の協

力により栄養成分表示や、食育や健康に関する情報を県民に提供し、県民の食育や

3 食生活改善推進員：市町村が実施する養成講座を修了し、食生活面からの健康づくりやボランティア活

動を展開している者 
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生活習慣病予防を中心とした健康づくりを推進します。 

○ 生きがいと健康づくり事業の実施

  愛知県社会福祉協議会福祉生きがいセンターにおいて「高齢者の生きがいと健康

づくり推進事業」を実施し、高齢者の生きがい・健康づくり・世代間交流を推進し

ます。 

○ スポーツに携われる環境づくり 

  県内の総合型地域スポーツクラブの設置状況の把握や今後の方策を示していき

ます。また、他県や全国的な動向の情報把握に努め、クラブ育成や運営のため関係

者と情報共有します。さらに、（公財）愛知県教育・スポーツ振興財団、（公財）愛

知県体育協会との連携を図りながら、新たなクラブ育成に努めます。 

・また、広域スポーツセンターやクラブアドバイザーの派遣による、各クラブの経

営基盤づくりと未育成市に対する、巡回訪問指導による総合型地域スポーツクラブ

の育成に努めます。 

・県民のスポーツに取り組みやすい環境づくりのため、県立学校のスポーツ開放を

促進します。そのため、必要性や意義の啓発に努め、実施校増などの事業の充実に

努めます。さらに、スポーツをとおした地域住民の交流の場として発展させていく

よう努めます。 

○ スポーツ活動の充実 

  子どもから大人、高齢者や障害のある人など、県民の誰もが年齢や技術、体力、

性別、興味・目的などライフステージに応じたスポーツ活動を推進するため、多様

な種目のスポーツ活動の充実に取り組みます。 

○ 親子スポーツ活動の充実 

  子どもたちが学校だけでなく、日常生活においても体を動かし、スポーツに親し

むことができるように、親子で運動に親しむ取組の充実に努めます。 

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業 

 高齢者を中心とした県民の健康づくりと生きがいづくりの増進及び社会参加の促進を図ると

ともに、活力と潤いに満ちた長寿社会づくりの実現を目指して、マラソン・ウォークラリー大

会、高齢者向けニュースポーツの体験などができる生き生き長寿フェアを開催しています。こ

の他にも全国健康福祉祭（ねんりんピック）への愛知県選手団の派遣や高齢者等が活動するサ

ークル情報の提供なども行っています。 
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○ スポーツ活動の成果を生かし交流する場の提供 

  各年齢層の人々が気軽に参加し、学びを生かしながら（日頃の練習の成果を発揮

しながら）参加者相互の交流ができるよう、スポーツ大会を企画・運営し、大会の

充実を図るとともにスポーツ活動の促進に努めます。 

  また、多くの人々がスポーツに興味を持ち、大会に参加できるよう、ホームペー

ジや SNS（Facebook や Twitter 等）を活用し、大会要項や大会の魅力等の情報発信

の充実に努めます。 

○ 勤労者の健康づくり活動の推進 

  勤労者がレクリエーション・スポーツを通じ、健康の増進と勤労者相互の交流に

よる絆づくりに寄与するとともに、仕事と生活の調和に資するため、毎年、勤労者

スポーツ大会を開催します。 

【現状と課題】 

○ 本県は世界に誇りうる複合的文化芸術施設である愛知芸術文化センターをはじ

め、様々な文化芸術資源を有しており、こうした豊富な資源を活用した取組により

文化芸術面において、世界に向けた創造力、発信力を一層強化していくことが求め

られています。

○ 文化芸術は人々が心豊かな生活を送るために不可欠であるとともに、個々の人づ

くりからコミュニティづくり、ひいては、地域づくりにも極めて大きな役割を果た

しています。県民の自主的・自発的な文化活動の促進を図るためには、文化芸術に

親しむ機会を提供する文化団体が不可欠となりますが、事業を行うに当たり十分な

資金が確保できない団体が多く、活動に対する支援を必要としています。また、子

どもたちが生涯にわたって芸術・文化に触れることができるような取組も必要です。

さらに、伝統文化の後継者育成も喫緊の課題となっています。

○ 本県は、平成２８年１２月にユネスコ無形文化遺産に登録された「山・鉾・屋台

行事」の３３件のうち全国最多の５件4を始め１５０を超える山車祭りと４００輌

4
 尾張津島天王祭の車

だん

楽
じり

舟
ぶね

行事
ぎょうじ

、知立の山車文楽とからくり、犬山祭の車山
や ま

行事
ぎょうじ

、亀崎潮干祭の山車

行事、須成祭の車
だん

楽
じり

船
ぶね

行事
ぎょうじ

と神葭
みよし

流し 

（３）芸術・文化の振興 
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を超える山車があり、「ものづくり愛知」につながる優れた山車からくりの数は全

国最多と言われているなど、全国有数の山車祭りが所在する地域です。 

こうした山車祭りの魅力を引き出し、さらに発展させるためには地域が一丸とな

って山車文化の機運の高揚を図るとともに、国内外にもその魅力を広めていくこと

が求められています。 

○ 歴史上、芸術上、学術上価値の高い文化財をより良い形で後世に伝えていくため

に、近年では保存だけでなく、その活用に重点が置かれています。そのためには、

地域住民や子どもたちが郷土の歴史や自然、文化を理解し、文化財を守り、未来に

伝えていくための環境や仕組みが必要となっています。 

また、山車まつりなど伝統文化を守り、さらに発展させる仕組みも必要です。 

○ インターネットやテレビなど情報メディアが多様化する中で、「活字離れ」、「読

書離れ」が進行しています。第６２回学校読書調査（平成２８年度：全国学校図書

館協議会・毎日新聞社）によると、５月１か月の読書冊数は、小学生１１．４冊、

中学生４．２冊、高校生１．４冊であり、５月１か月の不読者率（１冊も読書をし

なかった子どもの割合）は、小学生４％、中学生１５.４％、高校生５７.１％とな

っています。 

  このような現状から、地域や学校における読書環境の整備とともに、読書に関す

る啓発活動が求められています。 

【施策の展開】 

○ 国際芸術祭「あいちトリエンナーレ」の開催 

  愛知から文化芸術を世界へ発信するため、常に新たな視点で、先端的な芸術を提

示する国際芸術祭「あいちトリエンナーレ」を、県民、ＮＰＯ、企業、文化団体、

芸術大学、市町村等と幅広い連携・協働を図りながら実施し、生涯にわたり県民が

芸術に親しむ機会・プログラムを提供します。 

  また、学びを生かしたガイドツアーなど、ボランティアの養成にも努めます。 

○ 文化団体の行う公演事業への支援 

  広く一般の県民が参加でき、事業の執行に当たって県からの補助が必要である事

あいちトリエンナーレ 2016 

会 期：平成 28年８月 11日（木・祝）から 10月 23 日（日）まで 

会 場：愛知芸術文化センター、名古屋市美術館、 

名古屋・豊橋・岡崎市内のまちなか 

主 催：あいちトリエンナーレ実行委員会        
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業について、助成を行い、文化団体の学びを生かす活動を行うための地域における

活動の場づくりを推進します。 

  また、地域の文化活動の活性化のため、ネットワークの構築を図ります。 

○ 伝統芸能の保存・伝承への支援   

  本県に古くから伝承し、本県文化の特色となっている指定文化財等を保存・伝承

するために行う研修等に対して助成を行い、伝統文化の継承に努めます。 

  また、将来の後継者候補である小・中学生を対象に、郷土の伝統芸能を直接に体

験・練習し、その成果を発表する機会を設けて、伝統文化等にかかる学習を進める

とともに、博物館等と連携し、花祭など伝統芸能の紹介に努めます。 

  平成２７年１２月に県内すべての山車祭りの保存団体とその所在市町村を対象

として設立した「あいち山車まつり日本一協議会」の活動を通じ、愛知の山車文化

の魅力を国内外へ発信する取組を進めるとともに、山車祭りを支える人々に自信と

誇りを喚起するイベントを開催するなど、山車祭りの振興を図り、地域の活性化や

観光振興に努めます。 

○ ふるさと愛知の学習機会 

  愛知県史や古文書等関連資料、公文書館所蔵資料を活用して、ふるさと愛知、地

域の歴史への関心を高めるための学習機会を提供します。 

○ 歴史や文化に触れる機会の提供 

  国指定・県指定・国登録文化財の件数を増やすとともに、指定文化財を活用した

体験講座等を実施し、歴史や文化に触れる機会を提供することにより、文化財に対

する理解を深め、保護意識の高揚を図ります。 

○ 「子ども読書活動推進計画」の策定 

本県における子ども読書活動に関する施策を総合的に推進するための指針とし

て「愛知県子ども読書活動推進計画」を策定するとともに、県内の全市町村に「子

花祭 

北設楽郡（東栄町・豊根村・設楽町）の各地に伝わる神楽です。 

毎年 11月から３月にかけて行われ、国の重要無形民俗文化財に指

定されています。 

神の降臨を促す神事や祓い清めの舞、花の舞や三ツ舞、四ツ舞な

どの青少年の舞や、鬼や翁、巫女などの面をつけた舞等が行われま

す。
花祭（榊鬼） 
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ども読書活動推進計画」の策定を促します。 

○ 地域と連携した読書活動の推進 

  学校図書館の地域への開放を促すとともに、学校における地域住民による読書ボ

ランティアの受入れを積極的に行い、学校と地域とが連携した読書活動の推進を図

ります。また、図書館、児童館などを拠点としたボランティアによる読み聞かせ会

などを実施し、県民が読書活動に触れる機会を提供します。 

【現状と課題】 

○ 本県が平成２８年度に行った生涯学習に関する県政世論調査の結果によれば、 

６５歳以上の高齢者で、この１年間に何らかの生涯学習を行った者は６７．９％を

占めています。 

○ 高齢者が生涯学習を行う目的・必要性については、「教養を高めたり、趣味を広

げ豊かにするため」が最も多くなっていますが、全体に比べ「他の人との親睦を深

めたり、友人を得るため」や｢社会の進歩に遅れないよう、世の中のことを知るた

め｣が多いことが特徴づけられます。

・「他の人との親睦を深めたり、友人を得るため」 

  ６５歳以上 ４０％、全体 ３６．７％ 

・｢社会の進歩に遅れないよう、世の中のことを知るため｣

６５歳以上 １５％、全体 １２．４％ 

（愛知県「県政世論調査」 平成２８年度） 

○ また、個人や地域が抱える課題が多様化、複雑化する中で、自らの課題は自らで、

地域社会の課題は、他者と協力をして解決を図ることができる地域住民の育成に資

する学習機会の提供が求められています。 

○ 「あなたは『生涯学習』によって学んだ知識をどのような活動に生かしています

か」という問いに対して、６５歳以上では、「生かしたいと思っているが生かせて

いない」との回答が３３．５％となっており、学習の成果を生かした活動をしてい

ない理由を聞くと、「まだ活用できるレベルに達していない」とする回答が    

５２．９％を占めるという結果になっています。自分の経験の延長線上で、じっく

りと自分らしい学びと社会参加のステージを模索し、創りあげていく支援が求めら

（４）高齢期の学びと社会参加活動の促進 
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れます。 

【施策の展開】 

○ あいちシルバーカレッジの開催 

高齢者に学習の機会を提供することにより、生きがいと健康づくりを図るととも

に、地域の社会活動の中核となる人材を養成することを目的に、平成３年度からあ

いちシルバーカレッジを愛知県社会福祉協議会へ委託して、主体的な学びを支援し

ていきます。 

   また、修了者に対して、高齢者が活動する地域のサークル情報の収集や情報提供

を行うことにより、地域活動の担い手として活躍できるよう支援を行っていきます。 

○ 公民館活動の活性化支援 

高齢者が学習活動や地域活動を通して生きがいを創出し、退職後の豊かな人生を

実現するためには、住民の学習を保障する拠点、地域づくり・人づくりの拠点とし

て、公民館の役割が極めて重要となっています。 

そこで、公民館の管理運営の見直し、職員の資質向上、活動内容の改善を通じて、

今日的な課題に応じる公民館のあり方を追求し、活力ある地域づくりを推進するた

め、市町村の公民館の連合体である愛知県公民館連合会を通して公民館活動を支援

していきます。 

○ 人材の育成 

市町村における世代間交流や地域社会への参画が促進される循環の仕組みづく

りと、その核となる人材を養成し、学びを活かした社会参加・地域活動支援を支援

していきます。 

また、地域住民と共に地域づくりを支える市町村の職員、特に社会教育主事の資

質向上のため、大学と連携して開催する公民館主事等社会教育担当者研修会を実施

し、人材の育成を支援します。 

○ 老人クラブ活動の推進 

  自らの老後を健全で豊かなものとするために自主的な組織として老人クラブが

全国的に組織され、本県においては、平成２８年３月末現在、クラブ数５，７２８、

会員数４０４，０４３人となっており、ともに全国第１位となっています。

  ただし、６０歳以上の加入率は年々減少してきており、魅力ある老人クラブとす

る取組が必要となっています。高齢者の生きがいと健康づくりに関する活動を推進

している市町村老人クラブ連合会や個々の老人クラブに対し、助成することにより、

明るい長寿社会の実現と福祉の向上を図ります。また、愛知県老人クラブ連合会で
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は、「愛知いきいきクラブ」を愛称として積極的に使用することなど老人クラブの

イメージアップと加入促進を図っています。老人クラブへの加入者の増加に向けて

取組を支援していきます。 
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２ 家庭と地域の教育力を高める生涯学習

 地域における人と人とのつながりの希薄化や家族形態の変容など、子どもたちを取り

巻く環境が大きく変化する状況で、家庭や地域がその教育力を高めていくことが重要で

す。 

そこで、孤立しがちな子育て家庭を支えるため、親への学びの機会を充実するととも

に、子育てネットワーカーなどの支援者育成と活用、悩みを持つ家庭に対する相談活動

や交流会の開催など、地域活動の推進及び啓発活動を行うことにより、家庭の教育力向

上を推進します。 

 また、家庭・学校・地域の連携の下、子どもたちが地域の大人と交流できる環境づく

りや青少年の豊かな人間性、社会性を育むための県民運動を実施するとともに、県民の

主体的な食育実践のために、普及啓発やボランティア等の育成に努めます。 

【現状と課題】 

○ 地域のつながりの希薄化や家族形態の変容、情報通信技術の進展など、子どもた

ちを取り巻く社会が､今までにないスピードで変化しています。このような状況の

中で、子をもつ大人が親として資質を高めていくこと、子どもが地域や社会との間

で様々な関わりを持ちながら成長していくことが難しくなっており、社会全体で子

どもや子育て家庭を応援する気運の醸成を図り、家庭や地域の教育力を高めていく

ことはますます重要となっています。 

社会全体で家庭教育や子育てを支援する気運の醸成を図るためには、企業の協力

も不可欠です。働く親にとって仕事と家庭生活との調和が図られるような職場環境

づくりの啓発を行っていく必要があります。

○ 平成２８年１２月に子どもの生活実態等を把握するために実施した「愛知子ども

調査」では、本県の子どもの貧困率は５．９％と全国に比べて低いものの、県内で

は７万人以上の子どもが全国の一般的な世帯の半分以下の所得で暮らしていると

推定されます。 

生まれ育った家庭の経済状況にかかわらず、すべての子どもが希望する進路を選

択できるよう、必要な環境整備と教育の機会均等を図る子どもの貧困対策が必要で

す。 

（１）家庭教育の充実と子育て支援 
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○ スマートフォン等の急速な普及により、青少年がコミュニティサイトの利用等

に起因する犯罪やトラブルに巻き込まれたり、インターネット上の違法情報・

有害情報にさらされる危険が増しています。安全なインターネット利用のため

にも、家庭でのコミュニケーションやルール作りが不可欠です。 

【施策の展開】       

○ 親に対する学習機会の提供 

・ 親としての学びと育ちを支援するために、企業や地域、学校等での家庭教育に関

する研修会を開催します。また、研修の成果を生かし、家庭の抱える課題に主体的

に対応することができるように、「親の学び」学習プログラムの充実とその活用促

進に努めます。 

・ 保護者等を対象に、スマートフォンの危険性等を周知するための啓発活動を行い

ます。 

○ 地域における指導者の養成 

地域における家庭教育支援の取組を活性化していくために、地域の子育て支援者

（団体）の中核として活動する子育てネットワーカーを積極的に養成します。また、

子育てネットワーカーの資質向上を図るとともに、学びを生かすための地域における

活動の場づくりを市町村と連携して進めます。 

○ 悩みをもつ家庭に対する相談活動の充実 

子育ての悩みや不安をもつ家庭を支援するために、家庭教育コーディネーターによ

る電話相談や面談及び家庭教育支援員とともに行う家庭訪問等、相談活動の充実に努

めます。 

○ 子どもの学習支援の推進 

生活困窮世帯やひとり親家庭の子どもを対象に、将来の進路選択の幅を広げるとと

もに自立した生活を送れるよう、基礎学力の定着を目的とした学習支援や居場所の提

供、相談支援等の推進とともに、その情報の提供方法の充実に努めます。 

○ 父親の育児参加の促進 

妊娠・出産・育児において父親に望まれるサポート、仕事と子育てを両立する上で

有効な制度、子育てにおける父親の役割などを、県内の新生児の父親に周知するため､

「子育てハンドブック お父さんダイスキ」のスマートフォン用アプリケーションソ

フトを無料で提供します。  
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○ 家庭教育を支える地域活動の推進 

・ 家庭教育の重要性を認識し、地域や社会全体で家庭教育を支える気運を醸成する

ために、地域で子育て支援を考える交流会を県内各地で開催します。また、地域の

ニーズに即した家庭教育支援活動を推進するために、県・地域の家庭教育支援者、

地域コミュニティ（団体）の間のネットワークの連携強化を図ります｡ 

・ 県内の子ども会の連絡調整、指導者の発見・養成及び資質を向上させ、子ども会

活動を活発にし、児童の健全育成の助長を図る目的で、県内の市町村単位子ども会

連絡協議会の代表者をもって組織する、愛知県子ども会連絡協議会を支援します。 

○ 家庭教育の普及啓発・情報発信 

・ 企業（職場）に対して家庭教育を支援する職場づくりを働きかけ、賛同する企業

の拡充を図ります。また、家庭における親の役割や家庭教育に対する親や大人の認

識を高めるために、家庭教育資料や家庭教育リーフレットの作成とホームページの

充実に努めます。

・ 毎月１９日の子育て応援の日（はぐみんデー）の普及啓発を行い、社会全体で子

育てを応援する機運の醸成を図ります。 

・ 家庭が担う役割の重要性について認識を高め、親子の対話のある明るい家庭づく

りを推進するため、毎月第３日曜日を「家庭の日」、２月を強調月間とした啓発活

動を行います。 

・ 地域における子育て支援活動の強化を図るため､県及び県内のＮＰＯ､子育て支援

サークル､ファミリー・サポートセンター､ボランティア等が実施する子育て支援の

取組について､インターネットにより情報提供します｡ 

【現状と課題】 

○ 地域社会は、そこに住む子どもたちに伝統行事などの活動を通して、人間形成の

基礎を培い、社会と積極的に関わる人間として成長していく力を身に付けさせてい

く機能を果たしてきました。しかし、地域社会のつながりや支え合いの希薄化によ

り、子どもたちを支えてきた地域社会の教育力の低下が指摘されています。 

○ また、家庭においても教育力の低下が指摘されており、学校が抱える課題も複雑

（２）地域の教育力の向上 
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化・困難化していることから、学校・家庭・地域社会が連携し、共に子どもを育て、

共に地域を創るという理念に立った対応が求められています。 

○ こうした中、地域から信頼される学校づくり、社会的な教育基盤の構築等の観点

から、学校と地域がパートナーとして相互に連携・協働し、社会総掛かりでの教育

の実現を図る必要があります。 

○ 地域の人々と学校が一体となって子どもたちを育む「地域とともにある学校」と

いう視点に立ち、学校運営への地域住民や保護者の参画を促進していくことが重要

です。 

【施策の展開】    

○ 地域学校協働活動の推進 

学校と地域がパートナーとして相互に連携・協働し、社会総掛かりで子どもを育

て、共に地域を創る活動を支援するため、小学校、中学校及び高等学校における地

域学校協働活動を推進します。 

・ 地域学校協働本部推進会議の開催 

地域学校協働活動の推進に関するビジョン等を協議するとともに、学校関係者

等に対する理解促進を図るため、地域学校協働本部推進会議を開催し、地域住民

の生涯学習・自己実現や地域と学校が連携・協働できる持続可能な仕組みづくり

を促進します。 

・ 地域を支える指導者等研修会の実施 

地域と学校の連携・協働を推進するコーディネーターである地域学校協働活動

推進員等の資質向上を図るための研修会を実施します。 

・ 地域と学校の連携・協働による教育活動の推進 

地域住民の参加・協力を得て、経済的な理由や家庭の事情により家庭での学習

が困難であったり、学習習慣が身に付いていなかったりする子どもに対しての学

習支援を行う地域未来塾や、小学校の余裕教室等を活用して学習や様々な体験・

交流活動の機会の提供を行う放課後子ども教室を実施する市町村の取組を支援

し社会全体の教育力の向上及び地域の活性化を図ります。 

また、学校と保護者や地域住民が共に知恵を出し合い、学校運営に意見を反映

させるコミュニティ・スクール(学校運営協議会制度)を地域の実情を踏まえた方

法で導入する市町村の取組を支援します。 
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○ 保護者への学習機会の提供 

  地域の教育力の向上には、青少年の健全育成や保護者・教員相互の協力体制の確

立等、充実したＰＴＡ活動の推進が必要であるため、指導的立場にあるＰＴＡ役員

を対象とした研修会を開催し、子どもたちを取り巻く課題に対する理解の促進を図

ったり、ＰＴＡ会員相互の情報交換を行ったりする機会を提供していきます。 

また、公立高等学校のＰＴＡを対象とした研修会を実施し、学校運営におけるＰ

ＴＡの参画を進めていくとともにＰＴＡ活動の活性化に努めます。 

【現状と課題】 

 ○ ひとり親世帯の増加、貧困の連鎖、地域におけるつながりの希薄化、スマートフォ

ンの普及等、子ども・若者をとりまく環境は急速に変化しています。一部では、学習

意欲の低下、規範意識の希薄化、ニート、ひきこもりなど社会的自立の遅れも見られ

ます。 

このような中で、関係機関が連携し、青少年が、心身ともに健康で自立した個人

として成長し、相手の立場を尊重しながら共に生きることができるよう支援してい

くことや、地域において青少年と大人が、より豊かな人間関係を築き、共に支え合

い、育ち合うことができる社会の実現を目指していくことが、ますます重要になっ

ています。 

○ 青少年が社会との関係の中で、自己実現が図れるよう、地域活動の活性化と若者の

社会参加を推進するため、青少年教育指導者の養成や彼らの活動の場の提供を推進す

る必要があります。 

○ 青年団・婦人会といった地縁的な組織はライフスタイルの変化や価値観の多様化

により次第に組織率が低くなっていますが、伝統文化の維持や地域課題の解決のた

めには重要な社会教育の担い手であるとの認識に立ち、社会教育関係団体としての

支援を継続して行っています。 

【施策の展開】     

○ 地域ぐるみの子ども・若者育成支援 

   困難を抱える子ども・若者が、円滑な社会生活を送ることができるよう、関係機

関、団体等が連携し、年齢階層で途切れることなく継続した支援を行う「子ども・

若者支援地域協議会」や「子ども・若者総合相談センター」の市町村における設置

（３）青少年の健全育成 
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を促進します。 

○ 学習機会の提供 

   若者の社会的自立を目指し、経済的に困難な状況にある子ども・若者や外国人児

童生徒の学習支援を県内３か所で実施します。 

○ 地域における青年指導者の育成 

   体験活動の指導者としての企画力・運営力・指導力の向上を図る県青年講座を実

施します。 

○ 地域の教育力の向上 

   地域における青年の絆
きずな

づくりと青年教育の活性化という観点から社会教育団体

としての県青年団協議会の行う青年文化活動発表会に対して支援をします。 

 ○ 青少年の社会性の形成 

  青少年の自立性や社会性を養うとともに、青少年の健全育成についての県民意識

の高揚を図るため、中学生を対象に、日頃生活を通じて考えていること等をテーマ

とした作文を募集し、優秀作品の発表会・表彰を行う「少年の主張愛知県大会」を

開催します。 

○ 青少年の非行・被害防止活動の推進 

・ 夏期と冬期に強調期間を設け、集中的に啓発活動を行うなど、全県をあげて青

少年の非行・被害防止に取り組む県民運動を展開します。 

・ 少年の健全育成を図るとともに、非行を防止することを目的として、家庭、学

校、交友等の周囲の環境や自身に問題を抱えた少年について、健全な状態への立

ち直りを支援するための取組を実施します。また、支援が必要と認められる被害

少年に対して、再び被害に遭うことを防止するための継続的な助言、カウンセリ

ングなどの支援を実施します。 

・ 全中学校の生徒を対象に非行防止をテーマとしたポスターの募集を行い、非行

問題について考える機会を提供することにより、規範意識の向上を図ります。応

募作品は審査を行い、優秀作品は非行防止ポスターとして展示するほか、カレン

ダー等の広報資料として活用します。 

・ 啓発用ＤＶＤ等の視聴覚教材及び薬物標本を活用した効果的な方法による薬物
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乱用防止教室を開催し、少年に薬物乱用の危険性及び有害性を正しく認識させる

とともに、社会全体の薬物乱用防止の気運の醸成に努めます。 

 ○ 豊かな心 青少年によい本をすすめる県民運動 

  青少年が優れた本を読んで心の糧にすることは、青少年の想像力、社会性を養う

とともに、豊かな人間性を培う上で大きな役割を果たします。読書を通じて青少年

の健全育成を図るため、読書感想文・感想画の募集、愛知県書店商業組合の協賛に

よる学校への図書の寄贈など、１０月を強調月間として、「青少年によい本をすす

める県民運動」を展開します。 

○ 普及啓発・情報発信 

・ 「あいちの教育ビジョン２０２０」の「２８の取組の柱」に資する取組などか

ら、毎年度、その時々の社会的課題を踏まえて、幅広い視点から重点的に取り組

むテーマを設定し、青少年の健全育成を推進するために、家庭・地域・学校によ

る各地域の実情に応じた取組の一層の推進を図ります。 

・ 県民総ぐるみで子ども・若者育成支援活動を展開することで、大人一人ひとり

が子ども・若者育成の役割と責任を自覚し、子ども・若者に身近な家庭や地域社

会がもつ教育力の向上を図るため、県民会議、市町村等と連携し、１１月を強調

月間とした啓発活動を行います。 

【現状と課題】 

○ あらゆる世代の県民が健全な食生活を送り、心身ともに健康で豊かに暮らすため

には、生涯にわたって切れ目ない食育が必要です。本県では子どもから高齢者に至

るあらゆる世代を対象に、「あいち食育いきいきプラン２０２０」に基づき食育の

推進を図っています。 

○ これまでの取組実績として、朝食の欠食割合や肥満の割合など改善がみられたも

のがある一方で、自分の適正体重を認識し、体重コントロールを実践している人の

割合やむだや廃棄の少ない食事づくりを積極的に行っている人の割合などについ

（４）食育の推進 

あいち食育いきいきプラン 2020（第３次愛知県食育推進計画） 

 食育基本法第 17条第１項に定められた都道府県食育推進計画として、本県の食育に関する取

組を総合的かつ計画的に推進するため、平成 28 年３月に作成されました。計画期間は平成 28

年度から 32 年度までとしています。 
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ては改善がみられないことから、引き続き、県民一人一人が主体的に実践できるよ

う、様々な関係者が密接に連携・協力して推進することが必要です。 

○ 各学校における食の指導は、地域の実態に応じた特色を生かした取組や、栄養教

諭の専門性を生かした実践が行われてきましたが、栄養教諭等の配置の有無などに

よる学校間の取組の差、教科ではない食育をどのように学校で進めて行くかなどが

課題となっています。 

【施策の展開】 

○ 県民の食育実践活動の促進 

取り組むべき課題等をテーマとしたシンポジウムを開催して、県民に実践を働き

かけます。また、小学校等での食育を推進するため、バランスよく食べることの大

切さを伝える食育劇「食まるファイブ」のシナリオ提供や衣装の貸出し等の支援を

行います。 

○ 食育推進ボランティアの活動支援 

県民の身近なところで食育活動を行う食育推進ボランティアに対して、研修交流

会を開催するとともに、啓発資料や活動の場の情報提供等を行い、活動を支援しま

す。 

○ 食育普及啓発の推進 

ウェブページ「食育ネットあいち」において、食に関する知識や県内各地域での

食育実践の情報等を一元的に発信します。 

また、県や関係団体等の取組状況を取りまとめた「あいち食育いきいきレポート」

を作成・公表し、効果的な食育の推進を図ります。 

○ 「いいともあいち運動」の推進 

農林水産業の役割等を正しく理解し、地産地消を通じて食物や地域への関心や愛

着を深め、県の農林水産業を支えるため、生産・流通・消費の各組織や県民にそれ

ぞれの立場で「いいともあいち運動」に参加していただき、県産農林水産物の利用

を促進します。 

○ 学校における食に関する指導の充実 

   学校における食育推進に当たっては、組織的・体系的な教育活動を行うことが必

要なことから、「学校食育推進者養成講座」や「学校給食研究大会」等を開催し、

食育推進の核となる指導者の育成や、専門研修で教職員の指導力向上を図ります。 
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また、学校給食を生きた教材として活用し、地域に伝わる伝統文化や郷土料理に

親しむ「愛知を食べる学校給食の日」を設定し、各学校・共同調理場において、地

場産物を多く使用した献立を作成します。 

○ 栄養教諭の配置拡大 

児童生徒のみならず、教職員、保護者、地域の人々も含め、栄養教諭の指導・助

言を受けることにより、確信を持って実践できるよう栄養教諭の配置拡大を図りま

す。 

○ 食育の継続した指導 

小・中学校に加え、幼稚園・保育園、高等学校、大学等においても、食育の継続

した指導が行えるよう体制づくりを検討していきます。

○ 家庭・地域における取組 

地元の旬の食材を取り入れた「アイデア朝ごはん」の献立づくりや調理などを通

して親子で望ましい食生活について一緒に話し合うことで、家族の絆を深め合った

りおいしくて身体にいい朝ごはんを考えたりすることを目指したコンテストであ

る「あいちの味覚たっぷり！わが家の愛であ朝ごはんコンテスト」を実施します。 
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３ 持続可能な社会づくりを進める生涯学習 

 持続可能な社会づくりのためには、世界的な問題となっている環境、貧困、人権とい

った様々な現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組むことが

重要です。そのため、ユネスコスクールの活動支援など持続可能な開発のための教育（Ｅ

ＳＤ）を推進するとともに、生物多様性等、環境の維持・保全や近い将来の発生が危惧

される巨大地震等への備え、地域の防犯、交通安全等のための人材育成及び普及啓発に

努めます。 

 また、男女の別や障害の有無を問わずすべての人がそれぞれの個性や能力を発揮でき、

差別や偏見のない社会を実現するとともに、外国人との文化や価値観の違いから生じる

課題を解決し、多文化共生社会を推進するために、人権、男女共同参画、障害者との共

生及び国際理解などに関する多様な学習機会を充実していきます。 

 加えて、モノづくりを基盤とする本県の豊かさを後世に引き継いでいくため、技能の

維持・継承や理解を深めるための学習機会を提供していきます。 

【現状と課題】 

○ 将来世代のニーズを満たす能力を損なうことなく、現在の世代のニーズを満たす

ような社会づくりをするため、一人一人が世界の人々や将来世代、また、環境との

関係性の中で生きていることを、日常生活、経済活動の場で意識し、行動するため

の学習が求められています。 

○ 平成２６年１１月に本県で開催された「ＥＳＤに関するユネスコ世界会議」の成

果である「あいち・なごや宣言」では、若い世代の「人づくり」の重要性がうたわ

れており、持続可能な社会を実現していくためには、若い世代を重要なステークホ

ルダーとし、その能力育成に取り組んでいくことが重要です。 

【施策の展開】 

○ 環境リーダーの養成

大学生向けの「人づくり」プログラムである「かがやけ☆あいちサスティナ研究

所」を継続実施し、参加した大学生を社会で活躍できる環境リーダーとして養成し

ます。 

（１）持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進 
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○ 多様な主体との連携の促進

   研究所の取組を核として、企業、大学、ＮＰＯ等の多様な主体が地域全体で連携

して、取組を進めていきます。 

○ ＥＳＤ理念の普及啓発

  県内の国公私立小・中・高等学校及び特別支援学校にＥＳＤ活動の活動事例集を

配布するなど、ユネスコスクールの活動を紹介することによりＥＳＤの理念の普及

啓発に努めます。 

○ ユネスコスクールの交流支援

  県内のユネスコスクール加盟校が活動内容、研究成果などを発表したり、児童生

徒間・教員間での交流を進めるための交流会を実施します。 

【現状と課題】 

○ 地球温暖化の原因となる温室効果ガスは、電気等の消費や自動車の使用に伴って家

庭からも多く排出されています。また、愛知県の公共用水域に排出される汚濁負荷の

半分以上を生活排水が占めており、家庭でできる生活排水対策が重要となっています。 

このように家庭が原因となっている環境汚染を減らすために、日常生活における

人々の心掛けや、家庭でできる対策実践活動に県民一人ひとりが取り組むことが必要

です。

○ 生物多様性は、持続可能な社会を支える上で重要な概念です。しかし、地球全体で

生物多様性の損失が進んでいるのと同様に、本県における生物多様性も危機に瀕して

います。自然の恵みを将来世代に引き継いでいくためにも、私たちが日常の暮らしの

中で生物多様性の保全について考え、行動することが重要となります。 

○ 三河湾は古くから漁業や海運はもとより、潮干狩りや海水浴、海洋スポーツやレク

リエーションなど、県民に多くの恵みをもたらしてくれる海ですが、戦後の経済発展

ユネスコスクール 

 ユネスコスクールは、ユネスコ憲章に示された理念（国際平和と人類共通の福祉）を学校現

場で実践するために発足しました。世界 180 以上の国・地域で約 10,000 校以上のユネスコスク

ールがあります。本県では平成 28年度末現在で 162 校が加盟しています。 

 環境、国際理解、人権、平和などの課題を自らの問題として捉え、身近なところからその解

決に取り組むための学習が行われています。 

（２）環境学習・環境活動の推進 
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や都市化の進展などによる水質の悪化が生じています。 

  このため、県内全域の人々に三河湾に関心を持ってもらい、環境問題への認知度を

高める必要があります。 

○ 愛知県は、クルマの保有台数が全国一で、クルマを利用して移動する割合が約６割

と他の大都市圏に比べて高く、クルマへの過度な依存は、交通事故や地球温暖化など

の問題につながります。 

○ 環境学習の各主体がそれぞれ環境学習を単発的に実施しており、あまり広がりがな

い現状があります。 

効果的な情報提供を行うとともに、継続的・発展的な環境学習の仕組みにより、具

体的な環境保全活動に結びつくような学習を多様な主体が連携・協働して実施する事

が必要です。 

○ 循環型地域づくりには、職場や地域における活動を担う人材や、循環ビジネス・３

Ｒ1※に関する適切な情報の提供、さらには廃棄物処理やリサイクル産業に対する県

民・地域の理解と協力が必要です。 

【施策の展開】 

○ 環境学習拠点としての活動の実施 

「愛知県環境学習等行動計画」に基づき、東大手庁舎内の「あいち環境学習プラザ
2」や愛・地球博記念公園内にある「もりの学舎3」を環境学習施設の拠点として各種

環境学習事業を実施します。また、事業者、ＮＰＯなど様々な主体と連携・協働して

環境学習を推進します。 

○ 多様な主体との連携・協働取組の強化 

・ あいち環境学習プラザに設置しているコーディネーターが、環境学習に関する相

1 ３Ｒ Reduce: リデュース：減らす;、 Reuse: リユース：繰り返し使う; 、Recycle: リサイクル：再

資源化する 
2
あいち環境学習プラザ：小・中学生向けの科学実験を取り入れた環境学習講座や環境学習の情報提供を

実施している環境学習施設
3
もりの学舎：自然体験や工作など、子どもから大人まで楽しめる様々な体験プログラムを実施している

環境学習施設

愛知県環境学習等行動計画 

 環境学習・環境教育の推進に関する行動計画として平成 24年度に策定しました。「環境面で持

続可能な社会を支える人材を育成する」ことを目的に掲げ、①社会における環境学習の推進、 

②学校における環境教育の推進、③連携・協働の強化の３つを施策の柱としています。 



53 

談や講師・活動場所の紹介等を行い、多様な主体が連携・協働した効果的な環境学

習を進めます。 

・ 社会の課題解決に取り組む事業者・ＮＰＯ等が、専門的な知識や技術等を生かし

て学校と授業を一緒につくり上げる「協働授業づくり」を推進し、学びや経験を生

かす場づくりや地域の絆
きずな

づくりに寄与します。 

・ ＮＰＯや市町村等が実施する環境学習事業を、交付金や講習会によって支援し、

県民による主体的な森・緑づくり活動の継続、発展を目指します。 

○ 持続可能な社会づくりに向けた人材の育成 

  産業技術の集積や豊かな自然環境などの本県の特徴や資源を考慮しつつ、環境につ

いて様々な視点から多角的に学び、それらを統合する大きな発想を得る機会と、分野

を超えた協働の可能性を発見する交流の場として「あいち環境塾」を実施し、地域や

職場のリーダーを志す人材を育成します。 

また、「あいち環境塾」の修了生を中心に設立されたＮＰＯ法人「ＡＫＪ環境総合

研究所4」との連携を図りながら、人材育成や活動の場を広げていきます。 

○ 継続的・発展的な環境学習の推進 

・ 社会における環境学習の推進 

県民参加型の環境イベントの開催や、愛知県環境学習施設等連絡協議会（ＡＥＬ

ネット）を活用しながら、県民のエコアクション（環境配慮行動）を促進します。 

・ 学校等における環境教育の推進 

子どもの発達段階に応じた環境教育を、事業者やＮＰＯ等と協働して継続的・発

展的に進めます。 

○ エコモビリティライフ5（エコモビ）の推進

「県民の集い」の開催やイベント等での「エコモビ」の普及啓発、ホームページに

よる情報発信等を行うとともに、「あいちエコモビリティライフ推進協議会」と連携・

協力して、公共交通の利用促進やエコ通勤・エコ通学への転換促進、パーク＆ライド

の促進などに取り組みます。 

4
 ＡＫＪ環境総合研究所：平成 26 年 7 月 11 日に、｢環境と経済の両立｣｢持続可能な社会｣の達成を目指

し、持続可能な成長に資するテクノロジーやマネジメント、コミュニケーションの「未来モデル」を第一

線の「現場」から追求・提案するため、設立された NPO 法人。
5
エコモビリティライフ：環境の「エコ」、移動の「モビリティ」、生活の「ライフ」をつなげた言葉で、

クルマ（自家用車）と電車、バス、自転車、徒歩などをかしこく使い分けるライフスタイル
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○ 自然環境に関する学習機会の提供

地域の自然環境を活用した体験型セミナー等を開催し、身近な自然への興味関心を

高める場の提供に努めます。 

○ 希少種・外来種に関する普及啓発・情報提供

  希少種や外来種に関する研修会や講座を開催するほか、「レッドデータブックあい

ち 2009」、「レッドリストあいち 2015」、「愛知県移入種対策ハンドブック」などによ

り、希少種や外来種に対して普及啓発に努めます。 

○ 生きものの生息空間のつながりの保全・再生の推進 

自然や社会の特徴に応じて、県内を９つの地域に区分し、地域ごとに、ＮＰＯ、企

業、大学、行政等からなる「生態系ネットワーク協議会」を設立し連携・協働するこ

とで、生きものの生息空間のつながりの保全・再生を推進します。 

○ 三河湾の環境再生に向けた取組 

・ 多くの人々に三河湾に関心を持ってもらい、県民の里海である三河湾を再生し、

次の世代に贈ることを目的とした官民連携組織「三河湾環境再生パートナーシッ

プ・クラブ」と協働・連携して、三河湾の環境再生に向けた取組を効率的・効果的

に行います。 

・ 三河湾の環境の実態を県内の多くの人々に理解してもらうため、アサリ等三河湾

の生きものに触れるイベントや、干潟での体験活動を通じた啓発活動、また三河湾

環境再生パートナーシップ・クラブ等の活動発表などを行い、三河湾の環境再生に

関する機運を高める取組を行います。 

○ 県民の生活排水対策実践活動の推進 

生活排水による汚濁負荷を低減するため、水質浄化や生活排水対策の必要性につい

て啓発する広報誌「クリーン排水運動」において、家庭で実践できる取組内容を盛り

込み、学んだことが家庭で実践できるように啓発します。 

○ 水環境に関する学習機会の提供 

メタウォーター下水道科学館あいちの運営や、下水処理場の見学受入により、下水

道と水環境の理解を深める機会を提供します。 
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【現状と課題】 

○ 近い将来に南海トラフ地震等の大規模な地震発生が危惧され、防災・減災対策の

推進は喫緊の課題となっています。平成２７年度に実施した調査によると、南海ト

ラフ地震の発生に「関心がある」又は「非常に関心がある」人は８９％と高いもの

の、日頃の備えや自主防災活動への参加など、自助・共助に係る取組の実施に結び

ついていないのが現状です。 

○ 地域の防災力向上を図る上で、未来の防災の担い手である若年層の地域への関わ

りが薄れている現状は大きな課題となっています。 

    このような現状から、多くの県民に子どもの頃からイベント等の体験を通じて家

庭や地域に対する防火防災思想を向上させていくことが必要です。 

○ 平成２８年の交通事故死者数は２１２人で、１４年連続全国ワースト１位となっ

ています。交通事故の減少を図るには、官民が一体となった県民総ぐるみでの取組

が必要です。 

 ○ 平成２８年の刑法犯認知件数は約７万件で、最も多かった平成１５年の約２２万

５千件と比べて約３割まで減少しておりますが住宅対象侵入盗被害は、１０年連続

全国ワースト１位であり、県民の安全・安心を脅かす犯罪が依然として身近で多発

しています。 

○ 子どもや女性を対象とした性犯罪やその前兆と思われる声かけ・つきまとい等の

前兆事案は依然として後を絶たない状況にあり、これらの犯罪等から子どもや女性

を守る取組が求められています。 

○ 警察に寄せられるサイバー犯罪に関連する相談は増加傾向にあります。 

相談の内容としては、約６割は詐欺サイトを始めとした金銭目的の詐欺・悪質

商法に関するもので、手口の悪質・巧妙化が顕著です。 

また、スマートフォン等の利用が急速に児童に普及する中で、インターネット利

用に潜む危険性を認識することなく、安易にコミュニティサイト等を利用し、児童

が性的搾取等の被害に遭うケースも増加しています。 

   これら対策の一つとして、各種防犯教育を行うことで、県民一人一人の防犯意

識・知識等の高揚を図ることが重要となっています。 

（３）安心・安全な県民生活の確立 
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○ 悪質商法や多重債務など、消費生活に関する社会問題が深刻になっています。 

特に、社会経験の浅い若者や、高齢者を狙った消費者被害は後を絶ちません。 

このため、幼年期から高齢期までの各段階に応じて、消費者が自ら進んで消費生活

に関する知識を習得できる環境を整備するとともに、教育機関や地域等における消費

者教育の充実を図り、消費者が主体的かつ合理的な判断と行動に基づいて豊かな消費

生活を営むことができるよう、消費者の自立を支援する必要があります。 

【施策の展開】 

○  地域の防災人材の育成 

地域や企業における防災リーダーを育成するため、「防災・減災カレッジ」を様々

な主体と連携・協働して開催します。 

また、災害発生時における被災住民からの支援要請とボランティア希望者とのマッ

チングを行う防災ボランティアコーディネーター等の地域における人材の育成に努

めます。 

○  防災知識の普及啓発 

防災・減災パンフレット「防災・減災お役立ちガイド」や「防災・減災備Ｌ（そな

える）ガイド」の配布、地震体験車「なまず号」による地震体験の実施、防災マップ

の閲覧や建物倒壊シミュレータ等の体験が可能な「防災学習システム」のインターネ

ット上での公開等を行い、家庭や地域における防災学習の機会を提供します。 

○  防災協働社会の推進 

「あいち防災協働社会推進協議会」を組織し、様々な主体の連携・協働による防災

活動への取組を推進します。 

○ 消防にかかる学習機会の提供 

  少年消防クラブ員による県消防学校への一日入校を通じて、放水体験や煙道体験、

規律体験等、消防についての体験学習を行います。 

○ 防火意識の向上 

  県内の小学校５・６年生を対象とした防火作品の募集を行い、表彰式や機関紙を発

行することで防火意識の向上に努めます。 

○ 高校生防災リーダーの育成 

名古屋大学と連携して、高校生を対象とした自然災害に対する知識理解や技術の習

得などの防災対応能力の向上とともに、災害時に積極的にボランティア活動に参加し
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ようとする心を育て、学校や地域の防災力向上に貢献できる防災リーダーの育成を図

ります。 

○ 交通安全県民運動の実施 

交通安全意識の高揚を図るため、春・夏・秋・年末に県民運動を実施します。行政

や警察とともに、家庭、学校、職場等が連携を図りながら、地域が一体となった取組

を推進し、交通安全についての学習を進めるとともに、地域の絆づくりに寄与します。 

○ 交通少年団の育成 

学校、町内会、子供会等を母体とした交通少年団の結成を推進し、地域の絆づくり

に寄与しつつ、交通安全教育を実施します。 

県内の交通少年団の集合訓練、交通安全教室、交通少年団の活動状況等を掲載した

機関紙の発行等により、少年団相互の交流と親睦を図るとともに、リーダーの育成と

交通安全意識の高揚を図ります。

○ 参加体験型防犯教室の推進 

  ガラス割りの実演を交えた講演、ＣＰ部品（防犯建物部品）や防犯カメラ等の防犯

機器の展示説明、一戸建住宅や街並みなどの防犯診断等の参加体験型防犯教室を開催

し、地域住民の防犯意識の高揚を図ります。 

○ 防犯ボランティア活動の活性化支援の推進 

  防犯ボランティアを対象に、防犯ボランティア活性化フォーラムを開催することに

より、活動の活性化に向けた支援を推進します。 

○ 子どもの安全対策の推進 

・ 各警察署管内の小学校の中から防犯少年団モデル校を委嘱し、団員となった児童

を子ども安全リーダーとして養成することで、児童全体の危機回避能力や防犯意識

の向上を図ります。 

・ 通学路を中心とした「こども１１０番の家」の充実を図るとともに、児童及び保

護者への周知を徹底し、効果的な運用に努めます。 

・ 子どもに対する犯罪被害を未然に防止するため、子ども自身の自己防衛能力及び

危機回避能力の向上を目指し、体験型防犯教室の普及に努めます。 

○ 女性の安全対策の推進 

・ 企業に勤める女性や女子学生等に対する防犯講話、高校生に対する対話型防犯教

室を行います。 
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・ 女性の防犯意識の高揚や防犯知識の向上を目的とした「女性安全フォーラム」、

男性を対象に、性犯罪被害の未然防止について社会全体の意識の高揚を図ることを

目的とした「男性が学ぶ女性安全対策カレッジ」を開催します。 

○ サイバー犯罪防止講話を通じた防犯意識高揚の推進 

  県内の学校、企業や地域のコミュニティセンターに警察官や大学生ボランティア等

を派遣し、防犯意識・知識等の高揚を目的としたサイバー犯罪防止講話を実施します。 

○ 消費者教育の推進

教育機関や企業、地域における消費者教育に関する研修・講座等に専門家を講師と

して派遣するとともに、消費生活情報「あいち暮らしっく」やＷｅｂサイト、ＳＮＳ、

メールマガジンなどを利用して、消費生活情報を提供するなど、県民が主体的かつ合

理的な判断力を有する消費者となるために必要な知識の習得を支援します。 

【現状と課題】 

○ 人権が尊重され、偏見や差別のない愛知の実現を目指して「人権教育・啓発に関す

る愛知県行動計画」を策定し、あらゆる場において、人権教育・啓発を推進するとと

もに、人権に関する重要課題に取り組んでいます。 

  また、県民意識調査において約９割の人が「人権は、重要である。」と回答してい

ます。しかし、同和問題（部落差別）や女性、障害者、性的少数者（性同一性障害・

同性愛等）に対する人権侵害、外国人への偏見や児童虐待、いじめ問題など、依然と

して様々な問題が残っています。 

  こうした状況を踏まえ、今後も継続して、人権教育・啓発の重要性を認識し、積極

的に取り組んでいく必要があります。さらに、社会構造の複雑化、価値観の多様化の

中で、新しい時代にふさわしい人権感覚を磨いていくことが重要になっています。 

【施策の展開】     

○ 人権教育指導者への研修の充実 

  同和問題をはじめとした人権に関する課題について、県内住民の正しい理解と認識

を深めるとともに、差別意識の解消、学びを生かした人権課題の早期解決を図ること

を目的として、指導者への研修を行います。また、研修会での成果を積極的に職場や

地域の人たちに広めていくように啓発します。 

○ 人権にかかる学習機会の提供 

（４）人権意識の啓発 
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・ 人権の大切さについて気付き、考える機会を提供するために、人権に関する催し

や講習会を開催します。 

・ 「あいち人権啓発プラザ」において、人権に関する様々な資料や情報を収集し、

県民に提供します。 

○ 人権意識・啓発活動の推進 

  社会教育における人権教育を推進し、すべての人の人権が尊重され、将来にわたっ

て誰もが安心して暮らせる社会の実現を図るため、人権教育推進委員会を設置し、本

県における人権教育施策について総合的に協議します。 

○ 人権教育情報の提供 

  人権啓発の教材づくり・啓発活動など実践的な人権教育に関わる調査研究事業を実

施し、その成果の取りまとめを行うとともに、県内全域に人権教育情報として発信・

啓発します。 

【現状と課題】 

○ すべての人があらゆる場面でそれぞれの個性や能力を発揮できる男女共同参画社

会の実現が求められています。 

○ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」といった固定的性別役割分担意識が依然と

して強く残っています。また、女性が十分に活躍できる環境が整っていない、長時間

労働など男性中心型労働慣行の見直しが進んでいないなどの問題が、男女共同参画社

会の実現を阻害しています。 

男女共同参画社会の実現のために、研修会等による指導者の研修、男女共同参画社

会に向けての意識改革、あらゆる分野における女性の活躍の促進、安心して暮らせる

社会づくりのための取組が必要です。 

【施策の展開】 

○ 男女共同参画に関する学習機会の提供 

  男女共同参画社会の実現のため、課題解決や新たな活動へのチャレンジ、多様な働

き方を可能にする環境づくりなどの講座等を、愛知県女性総合センター（ウィルあい

ち）及び県内各地で開催します。 

（５）男女共同参画社会の形成 
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○ 女性の活躍促進 

・ 「女性が元気に働き続けられる愛知」を目指して、県内企業の女性管理職を養成

する女性管理職養成セミナーや交流会、男性管理職の意識改革を促す男性管理職向

けワークショップを開催します。 

・ 子育て等で一旦仕事を中断した女性の社会参画を支援するため、専門家による起

業相談を実施します。 

○ 女性による地域活動の推進 

 持続可能な社会をつくるため、女性団体による現代的な社会教育活動の研究と、そ

の成果を踏まえた実践活動を県内各地で行政と協働して実施する事業を委託します。 

○ 地域における女性指導者の育成 

政策や方針決定の場への女性の登用を積極的に推進するため、とりわけ県内各市町

村において登用できる女性人材を計画的かつ継続的に育成し、その人材が地域の課題

を解決するための学びを支援するとともに、セミナー終了後も、学びを通じた人と人

との交流による地域の絆づくりに努めます。

○ 地域における女性教育指導者の育成 

 研修による学びを生かして、地域において男女共同参画を進める指導者を育成しま

す。 

○ 女性団体等のネットワークづくり 

・ 男女共同参画社会実現のため、女性団体等に活動の拠点となる場を提供し交流を

図ります。 

・ 女性団体・ＮＰＯ・教育機関などと連携し、ウィルあいちフェスタ、セミナーや

研修会などを開催することで、多様な主体による連携・協働を推進します。 

・ 女性団体相互の地域の絆づくりの推進を図るため、男女共同参画社会づくりを推

進する上で顕著な功績のあった個人、団体を対象に表彰を行うとともに、講演や活

動者の発表を行います。 

○ あいち農山漁村男女共同参画プラン 2020 の推進 

・ 農林水産分野における女性の経営参画や社会参画を効率的・効果的に推進するた

め、女性の活躍促進連携会議を開催するとともに、男女共同参画目標到達度調査を

実施します。 

・ 女性農業者を対象に、学ぶ場を創設し、農業経営体における早期経営参画や、方

針決定の場への参画を支援します。 
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○ 学校教育の充実 

男女共同参画を推進するため、社会の変化に対応した生き方にふれ、ワーク・ライ

フ・バランス等に関する授業を実践します。そのため、公民・地理歴史、保健体育、

家庭、キャリア教育に関する授業や進路指導等で活用できる教材を作成し、県立高等

学校に配布しています。この教材を用いた授業支援や活用促進を図ることにより、男

女がともに自立して個性と能力を発揮できるような生徒の育成に努めます。

○ 男女共同参画にかかる普及啓発・情報発信 

  男女共同参画についての理解を促進するため、１０月を男女共同参画推進月間と定

め、男女共同参画を絵と文字で表現したはがきを募集する「はがき１枚からの男女共

同参画」事業や、男女共同参画の推進に関する施策の実施状況をまとめた年次報告書

や啓発パンフレットの作成、広報誌「ウィルプラス」の発行などの事業を展開します。 

【現状と課題】 

○ 平成２８年４月の障害者差別解消法の施行により、障害のある人への合理的配慮

が求められています。これまでも、障害のある人も、そうでない人も、あらゆる人々

が生涯学習を行うため、生涯学習講座等を行う際には、障害のある人への合理的配

慮が行われてきたところですが、例えば主催者、参加者を問わず、障害のある人へ

の必要な手助けをする機運が醸成されるなど、より一層の推進が重要です。 

◯ 聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のある人が地域社会の中で自立し

社会に参加する場合、意思疎通を図ることに支障が生じる場合があります。障害の

有無にかかわらず、共に地域で安心して暮らせる社会づくりを促進することが必要

です。 

◯ 障害のある人にとって、スポーツ活動はリハビリテーション効果として障害の進

行の予防や軽減、残存機能の維持・向上に役立つなどの効果があるばかりでなく、

社会参加、社会活動への自信の回復、積極的で豊かなライフスタイルの獲得のほか、

障害のある人の活動に対する人々の理解と関心を高める効果も期待できるため、更

なる振興が求められています。 

○ 障害のある生徒が安心して高等学校に進学できるよう、必要な支援情報を引き継

（６）障害者との共生社会づくり 
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ぎ支援のギャップを無くし、生徒の支援・指導の充実を図ることが必要です。また、

卒業後に社会参加できるよう、関係機関と連携・協力した就労支援の推進が求めら

れます。 

 ○ 特別支援学校高等部卒業生の一般就労の割合は、全国平均で約２８％となってい

ます。本県の割合は、ここ数年４０％弱で推移しており、全国平均に比べると大変

高い就職率となっていますが、近年は伸び悩んでいる状況と言えます。 

就職率の向上を図るためには、障害者雇用に関する関係機関との連携をさらに強

化するとともに、幅広い業種での職場開拓と学校における職業教育の充実を一層図

り、障害者の社会参加を推進することが必要です。 

【施策の展開】 

○ 支援者の育成 

  障害のために意思疎通を図ることに支障がある人の社会参加を促進するため、手話

通訳者、盲ろう者向け通訳等及び音声機能障害者に対する発声訓練の指導者を養成し、

養成した通訳者の派遣や指導者による訓練を行うことにより、コミュニケーション環

境の充実を図ります。 

◯ 障害者スポーツ活動の推進 

スポーツ経験がない障害者のスポーツ体験及び、技術向上を希望する障害者へのト

ップアスリートや指導者による実技指導ならびに講演会を開催します。障害のある人

の自立や社会参加の促進及び県民の障害に対する理解の推進を図ります。

◯ 精神障害者スポーツ活動の推進 

精神障害者スポーツ大会を開催することにより、スポーツを通じた精神障害のある

人の社会参加、社会活動への自信の回復、自立や社会参加の促進を図るとともに県民

の精神障害に対する理解の推進を図ります。 

○ 特別支援学校における交流及び共同学習の実施

障害のある児童生徒一人一人の「専門的な教育を受けたい」「地域の学校で学びた

い」といった教育的ニーズに適切に対応するため、ニーズに対応して支援を提供でき

るよう、地域の教育的資源（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校など）

の効果的な組み合わせの在り方を研究し、交流及び共同学習を積極的に推進していき

ます。 
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○ 地域の関係機関とのネットワークの構築 

  障害者就業・生活支援センター主催の「ネットワーク会議」で、地域の情報を共有

することで、関係機関との連携をより一層進めます。また、生活支援策等についての

情報の共有を図ります。 

○ 就労支援強化 

障害のある生徒についての理解啓発を図るための映像コンテンツを制作、活用する

ことで、障害者雇用の理解啓発と企業開拓を推進します。 

○ 特別な支援を必要とする生徒の支援・指導の充実 

地域内の中学校と高等学校をモデル研究校として、通常の学級に在籍する特別な支

援を必要とする生徒の支援・指導の充実及びその支援情報の引継ぎ方法、活用につい

て研究し、支援の充実を図ります。 

○ スクールカウンセラーの活用 

  学校に設置、派遣されている臨床心理に関して高度に専門的な知識・経験を有する

スクールカウンセラーによる児童・生徒や保護者へのカウンセリングや、教職員が発

達上の課題についてアドバイスを得ることにより、学校生活での支援を充実します。 

【現状と課題】 

○ 本県の外国人住民数は、平成２０年までブラジル人を中心に右肩上がりに増え、そ

の後の景気後退等により、減少したものの、平成２５年からは再び増加傾向に転じて

います。ブラジル人の減少傾向が続く間も、フィリピン人、ベトナム人等のアジアの

人たちが増加し続け、多国籍化がより一層進んでいます。 

○ 日本で生活していこうとする「永住者」の在留資格を持った外国人が増え続けてい

ます。その一方で、「技能実習」、「留学」等が増えており、在留資格の多様化も進ん

でいます。 

○ 在住期間の長期化、在住地域の散在化により、地域に外国人県民がいることが常態

となっている中で、外国人県民が支援される側から支援する側になっている事例も散

見されるようになっています。しかし、その一方で、日本人県民の多文化共生に対す

る意識はあまり進んでいません。 

（７）多文化共生社会の推進 
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○ 外国人県民が増加している現状を踏まえ、外国人が言語、文化や価値観の違いから

地域社会にうまく溶け込めない、日本語がうまく使えないために進学・就職で不利に

なるという状況があります。 

○ 日本語指導を必要とする外国人児童生徒等は、全国で最も多く、現在も増加、集住

化と散在化、多国籍化が進んでいます。定住化も進み、日本で生まれた２世、３世も

増えてきています。 

  日本で生活していくために、母語を大切にしながら、日本語や日本での生活習慣を

身に付けるための指導・支援の充実が小・中学校でも必要です。

【施策の展開】 

○ 新あいち多文化共生推進プラン（仮称）に基づく事業の推進 

現在の「あいち多文化共生推進プラン２０１３－２０１７」が平成２９年度末で計

画期間が終了することから、現在のプラン策定後の社会情勢の変化や外国人県民を

取り巻く社会環境変化への対応も盛り込んだ「新あいち多文化共生推進プラン（仮

称）」を策定します。 

○ 外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）の利用促進 

市町村の担当者が集まる会議等において、外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）

を周知し、利用拡大を図ります。特に国際交流員（ＣＩＲ）の活用については、市

町村における国際化を進める上で有用であることから、利点等をより周知していき

ます。 

○ 外国人児童生徒への学習機会の提供 

 若者の社会的自立を目指し、経済的に困難な状況にある子ども・若者や外国人児童

生徒の学習支援を県内３か所で実施します。 

○ 学校における外国人児童生徒への支援 

・ 日本語指導を必要とする外国人児童生徒等への日本語指導や適応指導等を行うこ

とを目的に、日本語教育適応学級担当教員を配置しています。日本語教育適応学級

担当教員の研修の場を設け、日本語指導を必要とする外国人児童生徒等への指導を

充実させます。 

・ 日本語指導を必要とする外国人児童生徒等の教育を支援するため、語学相談員を

配置し、日本語指導、母語指導、教育相談、保護者会等での通訳、連絡文書の翻訳

等を通して、児童生徒やその保護者と教員の意思疎通を円滑にしたり、母語による
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学校生活の適応相談により児童生徒の不安を減少させたりする取組の充実を図り

ます。 

・ 日本語指導を必要とする外国人児童生徒等が在籍している小・中学校のある市町

村教育委員会と教育事務所の指導主事を集め、外国人児童生徒教育連絡協議会を開

きます。集住地域等の先進的な取組や、日本語初期指導教室の運営、個別の指導計

画の作成課題について情報交換等を行うことにより、外国人児童生徒等に対する理

解と施策の充実を推進します。 

【現状と課題】 

○ 本県は、昭和５２年以来製造品出荷額等で全国一位を続けるモノづくりを基盤と

した産業県であり、これからも日本、世界を牽引し続けるためには、科学技術に携

わる人材の確保・育成が不可欠です。 

しかしながら、全国的に若年層の理工系離れが進んでおり、将来本県のモノづく

りを支える人材の不足が懸念されています。 

こうした現状から、将来の本県のモノづくりを支える科学技術人材を育成するた

め、幼児･小学生から大学･企業等の若手研究者まで世代の切れ目無く支援する仕組

みの構築と、「ものづくり愛知の未来を担う理数工学系人材」を育成する教育力の

底上げを図る必要があります。 

【施策の展開】 

〇 あいちＳＴＥＭ教育推進事業の実施 

本県の「ものづくり産業」を維持・発展させていくため、県立高等学校において

Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、Mathematics（数学）の

４分野に重点を置いた教育を推進する「あいちＳＴＥＭ教育推進事業」を実施し、「モ

ノづくり愛知の未来を担う理数工学系人材」を育成します。 

○ モノづくりを支える人材の育成

世代ごとに有効かつ効果的な取組を実施し、将来の本県のモノづくりを支える科学

技術人材の育成を図ります。 

・ 幼児・小学生の育成 

「不思議！」、「楽しい！」と感じる原体験を提供し、科学技術への興味や感性

を育て、科学技術人材の卵を育てます。 

・ 中学生・高校生の育成 

（８）「モノづくり」の継承と発展 
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文理選択や大学の学部選びなど人生の大きな岐路に立つ中学生・高校生に対しては、

理工系の魅力を発信し、理系の進路に進む中高生を増やし、科学技術人材の裾野を広げ

ます。 

・ 大学・企業等の若手研究者の育成 

社会貢献や新産業創出を意識した研究開発を奨励し、科学技術人材としての活

躍を激励します。 

○ 少年少女発明クラブや理科系イベントを開催するサークル、NPO 法人等の育成

草の根的な科学技術普及啓発活動を推進し、県内の科学技術普及人材を育成する土

壌を育てます。 
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４ 職業的自立を高める生涯学習 

個人が経済的に自立するとともに、個人の能力を磨き、社会的なつながりを持って生

活していく上で、職業は大変重要な意味を持っています。 

小・中・高等学校等では、職場体験やインターンシップ等の実施を通して、子どもの

健全な職業観・勤労観を醸成し、将来、職業生活への円滑な移行ができるよう準備を進

めるとともに、若年求職者等に対しては、相談・セミナーの実施等による就職支援の充

実に努めます。 

また、工業高校や高等技術専門校、農業大学校などにおいては、地域産業を担う人材

を育成するとともに、労働者や農業者等の職業能力向上のために教育訓練・研修などの

学習機会の充実を図ります。 

さらに、社会人が職業に必要な知識・技能等を大学等高等教育機関で学ぶことができ

るよう、社会人の学び直しを一層推進していきます。  

【現状と課題】 

 ○ 若者たちは、職業について考えることや、職業の選択、決定を先送りする傾向が

見られ、自立的な進路選択や将来計画が希薄なまま進学、就職する者が多くなって

きています。また、若者の就職観や早期離職の原因の一つに、就労意識の希薄さや

職業観の確立が不十分であることが挙げられます。 

そこで、就労意識や職業観の醸成を図るなど、職業的自立に向けた支援が重要と

なっています。 

○ ニート・フリーターのような若者就職困難者は、企業等で教育訓練を受けること

ができず、年齢にふさわしい職業能力を身に付ける機会を逸してしまい、正社員と

しての採用が難しくなっているため、就業機会の拡大が必要です。 

○ 企業等で働く女性の活躍を促進するためには、雇用者側である企業の意識改革に

加え、働く側の女性に対し、就業継続を前提としたキャリアプランや職業観の形成

の支援を行うことが必要です。 

○ 本県の主要産業である製造業を始め、理工系分野の職業選択を行う女性の割合が、

他分野に比べて低く、また理系分野の大学に進学する女性の割合が他分野に比べて

（１）若者等に対する職業意識・職業観の醸成 
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低い状況にあります。 

このような状況から、愛知県の主要産業である製造業等、企業や大学の理系分野

で活躍する女性を増やすための取組が重要となっています。 

【施策の展開】 

○ キャリア教育の推進 

「キャリア教育会議」を設け、有識者、経済団体を交えて、本県が進めるべきキャ

リア教育のあり方を検討します。また、キャリア教育会議での提言を受けた小・中学

校における「キャリア教育推進委員会」の設置などにより、キャリア教育を円滑に進

めるための方策を協議します。 

 「キャリア教育ノート」の活用、中学校における職場体験活動の充実や、高等学校

におけるインターンシップの実施、特別支援学校における職場見学、職場体験などの

施策により、子どもたちの発達段階に応じたキャリア教育の充実を図ります。 

○ モノづくり等の体系的な体験活動の推進 

小学校高学年の児童が、モノづくりを直接体験したり、モノづくりの達人から「仕

事に対する心構えや努力していること」等の話を直接聞いたりすることにより、働く

ことや学ぶことへの基盤を作ります。

○ 若年求職者への就職支援 

「ヤング・ジョブ・あいち」において、就職に関する悩みを抱えた若者及びその家

族を対象としたカウンセリング、就職に必要な基礎知識習得のための就職支援セミナ

ー、就職関連情報の提供を行います。

○ 女子中高生、大学生への学習機会の提供・普及啓発・情報発信 

就業継続を前提としたキャリアプランや職業観の形成につなげるため、就職フェア

に参加している女子大学生等向けの講座や県内大学に通う女子大学生等向けに学内

セミナーを開催します。 

女子中高校生が、県内大学及び企業の理系分野の研究・開発施設を訪問・取材し、

取材結果をまとめた「取材シート」を作成するなど広く理系の魅力を情報発信し理系

分野における女子中高生の進路・職業選択への興味・関心を喚起・向上させます。 

ヤング・ジョブ・あいち 

 企業や学校等の協力のもとで、県と愛知労働局が連携して運営する若者の就業総合支援施設

であり、就職に関する情報提供から職業紹介までの総合的なサービスをワンストップで提供し

ています。
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【現状と課題】 

○ 労働者人口が減少する中、労働者一人一人の能力を高めることが求められています

が、資金や人材、ノウハウなどに限界があり、労働者の職業能力向上に個別に対応し

ていくことが困難な企業が少なからず存在しています。 

○ 職業に関する学科・系列を設置する高等学校においては、職業的自立を高めるとと

もに、産業界のニーズを踏まえた実践的な技能習得の仕組みを確立し、本県の産

業現場の将来を担う人材を育成するため、産業教育を充実させ、専門高校生の職業能

力の向上を図る必要があります。

○ 農業・農村を取り巻く国内外の社会、経済情勢の変化と、農業技術の進展がめざま

しい中、農業者が時代に即応した農業経営、農村生活を実現することが求められてい

ます。また、愛知県の農業を正しく理解している県民が少ない現状が憂慮されていま

す。 

【施策の展開】 

○ 職業訓練への支援

県では労働者の職業能力向上のため、愛知県職業訓練会館の会議室を企業等が行う

教育訓練の実施場所として貸し出すとともに、職業能力開発協会が同会館で行う教育

訓練の実施経費に対する補助等を行い、協会の行う生涯訓練の一環としての体系的、

段階的な職業訓練の支援を行っています。また、職業能力開発協会が行う広報活動を

支援します。 

○ 在職者の訓練の拡充に向けた取組み方法の検討 

各高等技術専門校訓練課長による検討チームを平成２９年度に発足し、在職者訓練

の拡充に向けた取組について検討を行います。 

〇 専門高校生の職業能力の向上の推進 

・ 本県の工業教育の中核校となる学校として、愛知総合工科高等学校を平成２８年

４月に開校しました。豊富な実習や、大学・産業界と連携した専門的な学習により、

実践的なものづくり教育を行い、「ものづくり愛知」の将来を担うスペシャリスト

の育成を目指します。また、同校専攻科では、産業界と連携しながら、より高度な

技術・技能を身に付けて、生産現場のけん引役となる人材を育成します。 

（２）職業能力の向上 
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・ 職業学科を設置する全日制県立高等学校において、各地域において専門分野に関

する技術・技能等を有する社会人を招へいし、直接指導を受ける「地域産業専門講

座」を実施します。 

・ 工業科及び総合学科の工業系列を設置する全日制県立高等学校が地域のものづく

り企業と連携し、地域産業界のニーズを踏まえた実践的な技能を習得する現場体験

型の教育プログラムを確立し、本県のものづくり産業の将来を担う人材の育成を目

指す「地域ものづくりスキルアップ講座（クラフトマンⅢ）」を実施します。 

○ 農業大学校における研修活動の充実 

６次産業化を志向する農業者を育成するための農産物利活用研修など研修体制の

充実に努めます。 

農業技術のめざましい進歩に対応する優れた農業者を育成するため、実地での応用

力の養成と資格取得を支援するように努めます。 

県民が農業・農村に対して関心を持ち、農畜産物に関する正しい知識を持つことに

より地産地消の機運を高めるため、一般県民を対象にした農業生産施設見学や農作

業・農産加工体験の機会を数多く創出するよう努めます。 

〇 地域活動の推進 

  各対象校が地域の企業と連携した教育活動を実施することにより、地域社会全体で

地域産業界の将来を担う人材を育成するとともに、地域産業の活性化を図ります。 

【現状と課題】 

○ 科学技術の進歩、国際化、情報化などで社会が刻々と変化し、新たな課題が生じて

いる中で、より高度な知識・技術を習得するための学習機会を提供する必要がありま

す。 

○ 社会の成熟化に伴い、学習ニーズが拡大するとともに、情報化・国際化の進展や科

学技術の進歩など社会経済情勢が大きく変化する中、企業人材の高度化やキャリアア

ップ、若者の就業能力の向上、子育てや介護等により一旦職を離れた方や高齢者の社

会参画促進など、社会人の学び直しやさらにその学びを活かした社会貢献の必要性が

高まっています。 

（３）社会人の学び直しの推進 
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○ こうした社会人の学び直しに対応した学習プログラムの開発、学習環境の整備を進

めるとともに、学習成果を活かす機会の提供が求められています。 

【施策の展開】 

○ 県立大学における高度で専門的な知識を有する職業人の育成 

 ・ 現職の教員等が、自信と誇りを持って教壇に立ち、児童生徒を適切に指導するこ

とができるよう、定期的に講習を行い、教員等が最新の知識・技能を身に付けられ

るようにします。 

・ 特定の看護分野（がん化学療法看護・がん性疼痛看護）において、水準の高い看

護実践を提供することができる認定看護師を養成していきます。 

 ・ 医療関係者がポルトガル語又はスペイン語を学ぶことにより、外国人受診者とコ

ミュニケーションできる能力を身に付けられるようにします。

○ 社会人の学び直しの促進 

リカレント教育推進会議などを通して、大学等高等教育機関に対して公開講座等の

実施や社会人受入等の充実を働きかけるとともに、高等教育機関と地域が連携して社

会人が利用しやすい学習機会を提供するなど、社会人の学び直しを促進する環境づく

りを進めます。 

○ 「学びネットあいち」による情報発信 

社会人等の高度で多様な学習ニーズに応えるため、生涯学習情報システム「学びネ

ットあいち」において、大学等高等教育機関が実施する通信教育や公開講座などの情

報発信をすることにより学習情報を提供します。 
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５ 生涯学習推進体制づくり 

 本県の生涯学習施策については、学校教育、家庭教育、社会教育を担う教育委員会、

環境、防災、職業能力の向上、社会福祉などを実施する知事部局が、市町村、学校、大

学等高等教育機関、企業等と連携・協働しながら、総合的かつ効率的に推進していくこ

とが必要です。そのため、生涯学習推進本部を中心に各種施策の調整を十分図り、効果

的な施策の展開に努めます。

また、生涯学習情報システム「学びネットあいち」の整備など情報提供機能の向上を

図るとともに、学習成果の活用機会や学習方法等に関する県民の多様な相談ニーズに応

えられる相談体制を充実します。

さらに、地域課題の解決、地域の絆づくりなどに重要な役割を担う専門的人材、地域

づくりの中心となる各種団体の育成に力を注ぐとともに、県内の生涯学習の実施状況や

生涯学習の提供方法などについて調査・研究を進めます。

加えて、生涯学習推進センターをはじめとする生涯学習関連施設の充実に努め、県民

の利用促進、関係機関・団体との連携・協働の推進などを図ります。

【現状と課題】 

○ 生涯学習関連施策を総合的かつ効果的に推進するため、県の関係部局による横断

的な組織として、知事を本部長とする愛知県生涯学習推進本部を平成７年度に設置

し、全庁的な取組体制のもとに生涯学習施策を推進してきました。また、平成２４

年度には、愛知県生涯学習審議会のもとに社会教育分科会を設置し、生涯学習と社

会教育が相互に緊密な連携をもって推進できる体制の構築を図っています。

○ 社会経済情勢が急速に変化する中で、複雑化・高度化した生涯学習に関する課題

に的確に対応するため、生涯学習について関係する部局間の共通理解を深め、より

効果的・効率的な施策の展開を図ることが必要です。

【施策の展開】 

○ 生涯学習推進本部等の開催（生涯学習課）

・ 生涯学習推進本部及び幹事会を開催し、事務局である教育委員会が中心となっ

て、本計画における施策の進行管理を行いつつ、各関係部局における生涯学習関

連施策の企画・立案・実施の各段階において連絡調整を緊密にするなど、より効

果的・効率的な施策の推進に努めます。

（１）生涯学習推進体制の充実 
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・ 生涯学習審議会及び社会教育分科会を開催し、本計画における家庭をはじめと

する各主体の取組状況を示すとともに、生涯学習関連施策の総合的な推進に関す

る意見等を求めていきます。

【現状と課題】 

○ 平成２８年度に実施した県政世論調査の結果によると、生涯学習を行おうとした

とき、「必要な情報（内容・時間・場所・費用）がなかなか手に入らない」と回答

した県民の割合が２６．８％であり、県民の学習ニーズが高度化・多様化する中、

学習者が必要とする学習情報を常に提供するため、提供サービスの質・量にわたる

充実が求められています。

生涯学習課） 

○ また、学んだ成果を生かすには「まだ活用できるレベルに達していない」と回答

した県民の割合が４９.３％、学習成果を生かした「活動を行う意欲はあるが、や

り方や方法がわからない」が１９．６％であり、県民の学びを生かした社会参加、

社会貢献を推進するためにも、学習成果を生かす方法や機会など学習者のニーズに

応じた専門的な相談体制を充実することが必要です。

【施策の展開】 

○ 生涯学習情報システム「学びネットあいち」の充実

県や市町村、大学等高等教育機関などの生涯学習機関・団体等が有する生涯学習

に関する情報を一元的に提供する生涯学習情報システム「学びネットあいち」を運

営し、情報提供を行っています。

「学びネットあいち」については、誰にとっても分かりやすく使いやすいシステ

ムとなるよう絶えず改良を加えるとともに、ネットワーク機関数や学習コンテンツ

の収録数の増加を図り、情報提供機能の向上を図っていきます。

○ 生涯学習推進センター情報誌「まなびぃあいち」の作成・配布 

  生涯学習に関する講座・講習会、イベント情報、「学びネットあいち」ネットワ

ーク機関やボランティアとして活動している団体・個人の紹介などの情報を提供す

る情報誌「まなびぃあいち」を発行し、県民への情報提供を行います。  

○ 生涯学習に関する相談体制の充実 

  学校教育を終えてからの学び直しや学習成果のボランティア活動への活用など、

（２）学習情報の提供と相談体制の充実
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県民の多岐にわたる相談ニーズに対応するため、学習プロセスや目的などに応じて

きめ細かな助言・案内等ができる体制を充実します。また、中高年に対する学習ガ

イダンスや、急速に進展するＩＣＴを活用した最新の学習技法等の紹介などができ

るよう、相談員の資質の向上を図ります。

【現状と課題】 

○ 社会の抱える課題が多様化・複雑化する中で、人々が学習活動を通じて、地域社

会の課題解決に向け、主体的に参加し、一人一人が必要な取組を自ら展開すること

が重要になっています。また、このような地域住民主体による地域づくりを支えて

いくためには、絆づくりや地域づくりの中核となって活躍することができる専門的

な知識・技能を有する人材や地域づくりを支えている各種団体の育成が求められて

います。

○ 特に地域社会への県民の参加・参画を促進するためには、学習成果をボランティ

ア活動などに生かしたいと考える県民を地域づくりに向けた取組に円滑に結び付

けていくことが必要です。そのため、地域の様々な住民・団体・機関等と連携・協

働の体制を構築しながら、地域の課題解決を推進できる、実践的なコーディネータ

ーの育成がますます重要になっています。

○ 効果的な生涯学習施策を企画するためには、県民の生涯学習ニーズや地域が抱え

る課題、市町村、大学をはじめ様々な主体による生涯学習関連事業の実施状況等を

調査し、生涯学習をめぐる状況を正確に把握することが不可欠です。また、大学な

ど生涯学習に関連する主体との連携・協働方法やＩＣＴの進展に対応した学習方法

等の研究を進めることも必要です。

【施策の展開】 

○ 生涯学習に携わる職員の専門性向上

  地域住民主体による地域づくりを支えていくには、市町村において生涯学習に携

わっている社会教育主事1、生涯学習担当者、公民館等社会教育施設職員などの専

門的職員が事業の企画や推進、関係機関との調整等を行うための能力を発揮するこ

とが必要となります。また、社会教育法において必置となっている社会教育主事の

役割は大きく、これらの職員に対し、大学等高等教育機関と連携して、体系的・実

1 社会教育主事：社会教育法第９条の２の規程により、教育委員会に設置が義務づけられている専門的な

職員で、社会教育事業の企画・立案を行い、地域住民による学習活動の支援を通じて、人づくりや絆づく

り、地域づくりに中核的な役割を担う。

（３）人材・団体の育成と調査・研究の推進 
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践的な講座を提供するなど、その専門性を高める研修事業の充実を図ります。

○ 生涯学習のコーディネーターの育成 

  学習成果を積極的に生かしたいと考えている人々や市町村における生涯学習担

当者等に対して、地域づくりや地域課題などに実際に取り組んでいくための実践的

な講座を提供し、生涯学習活動の中心的な役割を担う人材を育成します。

○ 地域活動に関する講座の開催

  地域活動をこれから行おうとしている人や既に活動を行っている人、地域活動や

自治体内の複数組織との連携・協働に意欲があり、世代間交流や人々の地域社会へ

の参画を促進するための仕組みである市町村の生涯学習プラットフォームにおい

てコーディネーター的役割を担う人々に対して、社会貢献につながる地域課題解決

のための手法や実践的な講座を提供し、生涯学習活動の中心的な役割を担う人材を

育成します。

○ 生涯学習支援ボランティアの活用

  県が実施する指導者養成講座修了者や市町村が推薦する地域で生涯学習活動に

取り組んでいる生涯学習支援ボランティアの活動情報を「生涯学習支援ボランティ

ア登録名簿」や「学びネットあいち」へ掲載し、ボランティアの活用に努めます。

○ 調査・研究の推進

 生涯学習支援ボランティアの活動状況、大学等高等教育機関における開放事業実

施状況、市町村における学習講座開設状況、県が実施する専門的な指導者養成講座

修了生の活動状況などの実態調査を実施します。

また、生涯学習推進における市町村、大学等高等教育機関、生涯学習関連施設等

の役割や県民の学習ニーズ、学習方法などに関する調査・研究を行います。

① 愛知県生涯学習推進センターの充実 

【現状と課題】 

○ 本県の生涯学習推進のための中核的施設である愛知県生涯学習推進センターは、県

民及び市町村への支援策として、学習情報・学習機会の提供、指導者育成、生涯学習

ボランティア人材バンクの整備などを行い、生涯学習に関する施策を広域的・専門的

に推進しています。

  また、愛知県生涯学習推進センターは、コーディネートする機能を一層高めること

（４）生涯学習関連施設の充実 



76 

により、事業分野に応じて、市町村、学校、大学等高等教育機関、ＮＰＯ、民間教育

事業者、企業等との連携・協働を進め、情報提供、人材育成、学習機会の提供など様々

な事業分野で機能充実を図ることが課題となっています。

【施策の展開】 

○ 多様な主体との連携 

  愛知県生涯学習推進センターは、様々な生涯学習関連機関・団体と積極的に連

携・協働し、県内に集積する大学の教育資源を活用した社会人の学び直しのあり方

や学習機会の提供方法の研究、大学・市町村との共同による専門的人材の研修プロ

グラムの開発、ＮＰＯ等と連携した学習成果の活用機会の提供などの施策を推進し

ます。

○ 生涯学習の課題に対応した推進施策の展開 

  「長寿社会を豊かに生きる生涯学習」、「家庭と地域の教育力を高める生涯学習」

などの施策に応じて、庁内関係部局や市町村、生涯学習関連機関等との連絡調整を

行うための体制づくりを進めます。

○ 地域づくり、まちづくりにかかるフォーラム等の開催 

  共に助け合う社会の形成に向けて、地域の絆やコミュニティの重要性が再認識さ

れる中で、生涯学習を生かした地域づくりやまちづくりなどについて、個の学びを

発展させながら関係機関の取組の発表を行うフォーラムやパネルディスカッショ

ン等を開催し、参加者相互のネットワークの構築や様々な地域課題解決の契機とし

ます。

② 愛知県図書館の充実 

【現状と課題】 

○ 様々な課題に対して自ら判断することが求められる現代社会においては、個人が

様々な情報を得る必要があります。図書館は、豊富な情報を手軽に入手できる「知

の情報拠点」として、様々な情報や資料を提供することが強く求められています。

【施策の展開】 

○ 資料情報センターとしての情報の提供

図書や雑誌を始め様々な媒体による情報を収集し、県民の多様な学習活動や課題

解決に応えます。また、レファレンスサービス2を始めとする図書館サービスによ

り、県民の資料・情報の活用を支援するとともに、生涯学習の場の提供を行います。

2 レファレンスサービス：利用者の問い合わせに応じたり、参考資料を提供したりする業務
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○ 全県域への図書館サービスの提供

全県域で図書館サービスが享受できるよう、県内の図書館への資料の貸出しや、

県内の市町村立図書館等に対して職員研修や図書館運営の相談に応じるなど、市町

村立図書館等のサービスの質的向上を果たすことに努めます。

また、図書館が未設置の町村には、求めに応じて図書館設置に向けての助言や、

公民館等へ比較的まとまった冊数の図書を一定期間(長期間)貸出す貸出文庫事業を

実施しています。

○ 市町村立図書館と連携した活動の強化

市町村立図書館と連携した図書館サービスの展開を図るため、Aichi･LL ネット3

や県内横断検索「愛蔵くん」4、「県内公共図書館所蔵継続雑誌・新聞総合目録」「遠

隔地返却制度」5、「あいちラストワン・プロジェクト」6などの県図書館を中心とし

た県内公共図書館の情報ネットワークの構築と、物流ネットワークである資料搬送

定期便の拡充に努めます。

③ 愛知県美術館の充実 

【現状と課題】 

○ 愛知県美術館では、美術の多様な領域や時代・地域・作家を紹介する企画展を年

間４～５本開催し、また約７，９００点のコレクションの中から様々なテーマを設

定して作品を選び、企画展の会期にあわせて大幅な展示替えを行っています。

   年間約１００万人の来場者を持つ、日本屈指の美術館だからこそ、著名な画家の

作品だけではなく、これからの美術を背負う新進作家などもあわせて紹介し、幅広

く美術の魅力を発信し、その可能性を広げていく必要があります。

【施策の展開】 

○ 幅広い関心にこたえる企画展の実施 

   歴史に残る優れた芸術家の回顧や美術動向の紹介、現代美術、古美術、地域の美

術といったテーマに加え、多くの作家や時代などを包括できるテーマや、特定の世

代や性別などに向けたテーマ、地域の文化資源（コレクションなど）を生かすテー

3 Aichi･LL ネット：愛知県図書館の蔵書の検索や貸出予約ができるオンラインシステム

4 県内横断検索「愛蔵くん」：インターネットで県内公立図書館等の蔵書検索が一括して行えるシステム（47
市町村と 3 専門図書館が参加）

5 遠隔地返却制度：愛知県図書館で借りた資料を地元の図書館で返却できる制度。24 年度から実施。対象

自治体は、東三河地区（豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、田原市、設楽町、東栄町、豊根村）、西三河地

区（岡崎市、碧南市、西尾市、高浜市、幸田町）、知多地区（半田市、常滑市、南知多町、美浜町、武豊町、

阿久比町）の 19 市町村

6 あいちラストワン・プロジェクト：県内で１図書館のみが所蔵する資料を希少資料と定義し、資料が将

来にわたって確実に保存され利用するための取組。26 年 10 月から実施。29 年 3 月末で 46 館が参加。
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マなどを設定していきます。

○ 新進アーティストの紹介 

   企画展の会期毎に、美術館が注目する新進作家を個展形式で紹介していきます。

○ 鑑賞学習機会の提供 

   企画展ごとに記念講演会やシンポジウム等を開催します。また企画展・コレクシ

ョン展ともに学芸員によるギャラリー・トークを充実させていきます。

○ 教育普及活動の充実 

   鑑賞学習の楽しさを広く普及するため、子ども鑑賞会の実施や鑑賞ガイド等の作

成など、教員と連携して、児童生徒のニーズに合った事業を実施していきます。

○ 鑑賞学習指導者の育成 

   美術館と学校の連携を強め、学校での鑑賞学習の取り組みを活性化していくため

に、教員の学びを活かす学習の場として、研究会・研修会等を実施していきます。

④ 愛知県陶磁美術館の充実 

【現状と課題】 

○ 愛知県陶磁美術館は、美術的、歴史的、産業的に貴重な陶磁資料の保存を図り、

陶磁文化の普及・向上と陶磁器産業の振興に寄与するため、陶磁器及び陶磁器に関

する資料の収集、保存、展示及び調査研究並びに県民のやきものづくり体験の事業

を行い、生涯学習関連施設としての役割を担っています。 

一方で生活様式の変化などで陶磁離れが進んでいることから、展示事業、陶芸館

事業及び教育普及事業に取り組み、陶芸に対する学習機会の提供に努めていくこと

が必要です。

【施策の展開】 

○ 展示事業による鑑賞機会の提供 

   陶磁の歴史を系統的に理解できる常設展や、様々なテーマによる特別企画展及び

企画展の実施により、県民の鑑賞機会の提供に努めます。

○ 陶芸館事業による陶芸体験機会の提供 

   陶芸館では陶芸指導員の指導により、利用者が希望に応じて自由に作陶体験でき

る陶芸実習（通年）や、復元古窯焼成、ふれあい陶芸、受講者のレベルに合わせた

陶芸教室、やきものラボ等の実施により、陶磁文化を体験する機会の提供に努めま

す。
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○ 教育普及事業の実施による陶芸に対する学習機会の提供 

   展覧会の理解をより深めるための講演会、シンポジウム、ギャラリートーク、各

種教育講座の実施や、小中学校の学校利用、学校出前講座、地元自治体・近隣大学・

周辺文化施設等との連携事業の実施により、陶芸に対する学習機会の提供に努めま

す。

⑤ 愛知県青年の家、美浜少年自然の家、旭高原少年自然の家、野外教育セン

ターの充実 

【現状と課題】 

○ 愛知県青年の家、美浜少年自然の家、旭高原少年自然の家、野外教育センターで

は、豊かな自然環境の中で青少年が規律正しい共同生活を送りながら、スポーツ活

動・野外活動などの研修を通じて、健全な少年や、よりよい社会人を育成すること

を目的とした集団宿泊研修を行っています。青少年の自然体験、社会体験、生活体

験などの体験が減少している状況を踏まえ、各施設ではその立地条件や施設の特性

を活かした運営を行い、家庭や学校では体験できない活動を提供しています。しか

しながら、秋・冬には利用者数が減少する傾向があるため、多彩で魅力的な事業や

体験プログラムの実施を地元自治体・ＮＰＯ等と協働し、学校関係利用以外の利用

促進を図る必要があります。

   また、施設は、開所以来大規模な改修を行っておらず、非バリアフリー構造、空

調設備の不調等、時代のニーズに合わなくなってきているため、必要な施設・設備

の充実を図る必要があります。 

【施策の展開】 

○ 施設の特性を活かした事業の提供 

  施設の立地や整備を活かした、自然体験活動や親子のふれあいなどをテーマとした

事業を開催し、利用者の増加を図るとともに、様々な学習機会の提供に努めます。

○ 地元自治体等との協働による体験学習プログラムの提供 

  施設が提供する多様な体験学習プログラムを地元自治体、地元団体（漁業協同組合、

森林組合、周辺施設）と連携・協働して企画し、提供することで、より多くの体験活

動を推進します。

○ 学校関係以外への研修機会の提供 

  施設には、野外体験活動を行う施設のほかに、体育館・研修室等も充実しています。

このため、大学等のゼミ合宿や企業等の社員研修など、新たな利用団体を開拓し、利
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用者のニーズに沿った研修機会を提供します。

○ 施設・設備の整備 

  時代のニーズに即した必要な施設・設備の計画的な整備を図ります。

⑥ 愛知県清洲貝殻山貝塚資料館の拡充整備 

【現状と課題】 

○ 朝日遺跡は、清須市、名古屋市西区にまたがる弥生時代の大規模な環濠集落であ

り、全国でも最大級の弥生遺跡です。愛知県清洲貝殻山貝塚資料館（以下「現資料

館」）は、朝日遺跡の出土品を展示・公開する目的で国史跡「貝殻山貝塚」地内に

昭和５０年４月に開館しました。

開館後の発掘調査・研究の進展に伴い、平成２４年には出土品の２，０２８点が

国の重要文化財に指定されました。

  しかしながら、現資料館では重要文化財を保存する設備がなく、また、学校の歴

史学習に活用したり、朝日遺跡の魅力を十分に伝えたりするには展示施設が手狭な

状況にあります。

【施策の展開】 

 朝日遺跡の出土品の保存及びその魅力を発信するため、史跡貝殻山貝塚の隣接地に平

成３２年秋頃開館に向け新施設の整備を進めます。

○ 保存・公開の充実 

  重要文化財を保存する特別収蔵庫や重要文化財を適切な環境で展示できる設備を

整備し、その価値を広く一般公開します。

○ 学習機会の充実 

  学校や団体の学習・体験活動の充実を図るため、ガイダンス展示、テーマ展示、体

験展示、企画展示、屋外展示や体験学習室を整備します。

○ 地域連携の促進 

  清須市、名古屋市及び近隣集客施設である清洲城やキリンビール名古屋工場、地元

で活躍されている県民で構成する「にぎわい創出推進会議」を開催し、清洲城など周

辺の歴史文化資源や地域活動と連携し、情報の発信や地域回遊の促進を図り、地域の

絆づくりに寄与します。

○ 普及啓発・情報発信の充実 
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 朝日遺跡の魅力を発信するため、体験イベントや出土品展の開催、ＰＲキャラバン

やＳＮＳを活用した情報発信などを積極的に実施します。

○ 調査・研究の充実 

 弥生時代及び朝日遺跡の調査研究に関する成果を集積・発信するとともに、地域文

化の形成過程を明らかにし、歴史学習の学びに生かします。

朝日遺跡

 清須市、名古屋市西区にまたがる朝日遺跡は、弥生時代を代表する遺跡の一つです。東西

1.4km、南北 0.8km に及ぶ広大な範囲からは数多くの住居跡、墓が見つかっており、有名な佐

賀県吉野ヶ里（よしのがり）遺跡にも匹敵する巨大な集落です。

 美しく飾られた赤い土器、細かな装飾を施した骨

角製の装飾品、特別な祭器である銅鐸などの出土品

は、東海地方の弥生文化を代表する重要な遺物とな

っています。

朝日遺跡から出土した円窓土器 


